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１．デジタル社会形成価値創出のためのガバナンス
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国民等ステークホルダーへのデジタル社会形成価値の創出

デジタル社会形成価値を創出するために、ステークホルダーのニーズに応え、効果の
実現とリスクや資源の最適化のバランスを自律的に判断していくことが重要です

日本政府

ステークホルダー

政府職員 環境国民

価値創出
ニーズ

説明責任
の遂行

納税者

デジタル価値の創出
（デジタル社会形成価値の創出）

社会

バランスを
自律的に
判断

効果の
実現

リスク・
資源の
最適化

デジタル活用による
効果の実現

デジタル活用に伴う
リスクと資源（費用）

の最適化

内閣総理大臣
デジタル大臣
デジタル監

デジタル庁

府省 地方自治体 独立行政法人、等

・・・

サイバーセキュリティ等リスク
にしっかり対応し、国民等から
お預かりした大切な税金を無
駄遣いしていないか？

デジタル社会形成効果の
実現に向けて不作為に
なっていないか？
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（注1）「態勢」とは「ルール」や「組織体制」、「プロセス」等による総合的な対応を行うこと。

（注２）「ガバナンス態勢」における「ガバナンス」とは、「ガバナンス（狭義：ISO/IEC38500定義）＝監督」と「マネジメント＝執行」の両者を含めた広義の意味で使っている。
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価値創出のための政府全体のガバナンス態勢の整備

COBITを参考にガバナンス目標を「価値創出」に設定して、7つのガバナンス構成要
素について政府全体のガバナンス態勢を整備していくことが効果的と考えます

ガバナンス態勢の全体像

ルール
（原則、
方針、手
続き等）

システム
（インフラ、
アプリ、
サービス）

データ
（情報）

人材文化

プロセス

組織体制

ガバナン
ス態勢の
構成要素

ガバナンス（狭義）

計画
(Plan)

評価
（Evaluate）

整備
(Build)

運用
(Run)

モニタ
リング

(Monitor)

方向付け
（Direct）

モニタリング
（Monitor）

マネジメント
フィードバック

ビジネスニーズ

マネジメント

資源
最適化

ガバナンス目標：価値創出

リスク
最適化

効果の実現

価値の創出

7つのガバナンス態勢の構成要素

出所：COBIT® 2019 フレームワーク：序論および方法論, 2018年12月 （一部加筆修正）
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COBIT 2019のガバナンスとマネジメントの目標

COBIT 2019のガイダンスに従い、細分化された5つのガバナンス目標と35のマネジ
メント目標を参考に、ガバナンス態勢の7つの構成要素を整備する必要があります

ガバナンス目標
評価、方向付け、モニタリング

EDM01

ガバナンスフレーム
ワークの設定と維持

の確保

EDM02 

効果提供
の確保

EDM03 

リスク最適化
の確保

EDM04 

資源最適化
の確保

EDM05

ステークホルダー
関与の確保

計画

整備

運用

モニタリング

APO01 

管理されたI&Tマネジ
メントフレームワーク

APO02 

管理された戦略

APO03 

管理されたエンタープ
ライズアーキテクチャ

APO04

管理された
イノベーション

APO05 

管理された
ポートフォリオ

APO06

管理された
予算とコスト

APO07

管理された
人的資源

APO08

管理された
関係

APO09 

管理された
サービス契約

APO10 

管理された
ベンダー

APO11 

管理された
品質

APO12 

管理された
リスク

APO13 

管理された
セキュリティ

BAI01 

管理された
プログラム

BAI02 

管理された
要件定義

BAI03 

管理されたソリュー
ションの特定と構築

BAI04 

管理された可用性と
キャパシティ

BAI05 

管理された
組織変革

BAI06 

管理された
IT変更

BAI07 

管理された
IT変更受入と移行

BAI08 

管理された
知識

BAI09 

管理された
資産

BAI10 

管理された
構成

DSS01 

管理された
オペレーション

DSS02 

管理されたサービス
要求とインシデント

DSS03 

管理された
問題

DSS04 

管理された
継続性

DSS05 

管理されたセキュリ
ティサービス

DSS06 

管理されたビジネス
プロセス統制

MEA01 

管理された
成果と整合性の
モニタリング

MEA02 

管理された
内部統制システムの

モニタリング

MEA03 

管理された
外部要件への

準拠性

マネジメント目標

APO14 

管理された
データ

BAI11 

管理された
プロジェクト

MEA04

管理された
保証

出所：COBIT® 2019 フレームワーク：序論および方法論の図表4.2-COBITコアモデルに一部情報を付加
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COBIT 2019デザインガイドによるガイダンス

COBIT 2019のデザインガイドを参考に、戦略や達成目標、現行の課題の各デザイン
ファクターに注目して効果的なガバナンス態勢の設計を行います

COBIT コアモデル

ガバナンス目標とマネジメント目標の参照モデル

情報とテクノロジーのための
テーラーメイドの
事業体ガバナンス

態勢

・DF1:事業体戦略
・DF2:事業体達成目標
・DF3: リスクプロファイル
・DF4:関連課題
・DF5:脅威の状況
・DF6: コンプライアンス要件
・DF7: IT部門の役割
・DF8: ソーシングモデル
・DF9: I&T導入手法
・DF10:テクノロジー活用戦略
・DF11:事業体の規模

デザインファクター（DF）

COBIT 2019

出所：COBIT® 2019 フレームワーク：序論および方法論の図表4.1 COBIT概要に一部情報を付加

DF1（政府の戦略）やDF2（設定された達成目標）、
DF4（認識している現行の課題）の各デザイン
ファクターを中心に態勢整備を設計する
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２．ガバナンス態勢の設計

8

デジタル行政の現状と目指す姿のギャップを埋め、これまでのデジタル・ガ
バメント業務運営経験から洗い出された課題を解決するようなガバナンス
態勢の設計が求められます
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ギャップを埋め課題を解決するガバナンス態勢の設計・整備

現状とデジタル庁の目指す姿のギャップを埋め、これまでの業務運営経験から洗い
出された課題を解決するようなガバナンス態勢の設計が必要です

②これまでの業務運営
経験により抽出した課題

①ギャップを
埋める
対応策

②課題を
解決する
改善策技術検討会議（ガイドタスク

フォース等）での議論や
各種取り組み（～2020年度）

ガバナンス態勢の設計・整備

現状（As Is） 目指す姿（To Be）

①現状と

目指す姿
との

ギャップ

出所：デジタル改革関連法案ワーキンググループ作業部会とりまとめ（案）、令和2年11月20日
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デジタル庁のガバナンス態勢の目指す姿（To Be）

司令塔として強力な総合調整機能を有し、基本方針策定等の企画立案、国や地方公
共団体等の情報システムを統括・監理し、重要なシステムについては自ら整備します

出所：デジタル・ガバメント閣僚会議(第10回)資料1令和2年12月21日出所：デジタル改革関連法案ワーキンググループ作業部会とりまとめ（案）、令和2年11月20日（一部編集）
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現行の政府情報システムのガバナンス態勢（As Is）

現在の政府情報システムのガバナンス態勢は、IT基本法や関連法に基づくデジタル・
ガバメント業務運営を通して、継続的な改善活動を行った結果です

標準ガイドライン（方針）

標準ガイドライン（方針）

ステークホルダー （国民、地方自治体、政府職員、社会・環境 等）

府省CIO（府省PMO）府省CIO（府省PMO）
府省全体

のモニタリング結果
（府省PMO）

政府全体
のモニタリング結果
（内閣官房/総務省）

各プロジェクト
のモニタリング結果
（府省各PJMO）

報告

報告

デジタル・ガバメント
実行計画

（政府全体戦略）

デジタル・ガバメント
中長期計画
（府省戦略）

各プロジェクト
のプロジェクト計画

目
標 資源

適正化

ガバナンス目標：価値創出

政
府
全
体

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

Ｉ
Ｔ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

評価

戦略
方針

状況
把握

計画 整備 運営
状況
把握

各
府
省

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

評価

戦略
方針

状況
把握

フィード
バック

支援

フィード
バック

支援

リスク
適正化

便益の
実現

業務遂行

方向付け

方向付け

説明責任
（透明性確保）

ステークホルダーニーズ
価値創出ニーズ

（出所） 現行のデジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに記載されている内容から作成
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GAP

分析
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As IsとTo Beのギャップを埋めるガバナンス改革の方向性

想定されているデジタル庁の業務を実現するためのガバナンス態勢の整備すべきポ
イント（ガバナンス対応策）を洗い出しました

ガバナンス対応策
詳細は付録1.参照

対
応
策構成要素 対応策

①ルール ・国の情報システムの整備・管理の基本方針を策定
・整備方針に沿って標準ガイドラインを戦略的に追加・
改訂を実施
・民間・準公共部門との相互連携のための標準の整備

②組織体
制・プロ
セス

・以下のシステム区分ごとの役割分担、整備プロセス、
予算プロセス、標準化・共通化の定義・明確化
①デジタル庁システムの整備プロセスの整備・明確化
②デジタル庁・各府省共同プロジェクト型システム
③各府省システム
・地方自治体、準公共部門等の情報システムの整備を
統括・監理するプロセスを定義
・テータ利活用を企画立案する体制とプロセスの整備
・情報システムの検証・監査の体制とプロセスの整備

構成要素 対応策

③人材・
文化

・デジタル改革牽引人材像の定義と人材の確保・育
成
・行政と民間の効果的な連携を推進する組織文化
の醸成

④システ
ム・デー
タ

・全国規模のクラウド移行に関する政府全体方針の
策定
・補助金が交付されるシステムを統括・監理
・マイナンバー制度全般の情報システム企画立案を
一元的に実施
・民間や準公共部門における緊急的な整備が必要
な情報システムについてデジタル庁と府省で共同
で整備

①

ルー
ル ④シス

テム

④
データ

③
人材

③
文化

②プロ
セス

②組
織体
制

ガバナ
ンス
態勢

目指す姿（To Be）現状（As Is）
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ステークホルダー （国民、地方自治体、政府職員、社会・環境等）

標準ガイドライン（方針）

標準ガイドライン（方針）

府省CIO（府省

PMO）
府省CIO（府省

PMO）

府省全体の

モニタリング結果

（府省PMO）

政府全体の

モニタリング結果

（内閣官房/総務省）

各プロジェクトの

モニタリング結果

（府省各PJMO）

報告

報告

デジタル・ガバメント
実行計画

（政府全体戦略）

デジタル・ガバメ
ント中長期計画
（府省戦略）

各プロジェクト
のプロジェクト計

画

目
標

資源
適正化

ガバナンス目標：価値創出

政
府
全
体

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

Ｉ
Ｔ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

評価

戦略
方針

状況
把握

計画 整備 運営
状況
把握

各
府
省

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

評価

戦略
方針

状況
把握

リスク
適正化

便益の
実現

業務遂行

方向付け

方向付け

説明責任

ステークホル
ダーニーズ

13

現行のガバナンス態勢の課題対応の改善策

業務運営経験から洗い出された課題について、これらはデジタル庁設置にかかわら
ず普遍的なものであり、これまでの継続的改善活動を続けていく必要があります

１

2

3

3

4

5 6

8

8
8

8

ITガバナンスの課題

1 府省ITガバナンスの縦割りの弊
害（重複開発、共通化/共有化に
よる効率化機会の逸失、等）

2 総務省とIT室の役割分担が不
明確、Corporate IT組織の集中

化、明確化の必要性

3 IT関連職員の改革マインド、能
動的行動意欲の不足

4 IT関連職員のスキル、経験、コ

ンピテンシー不足

5 プロジェクト計画の随時見直し
の推奨（標準化）

6 IT戦略の実現が不十分（戦略実

行の振り返りが不足）

7 プロジェクトがQCD（品質、費用、
期間）の観点から、よく失敗する

8 プロジェクト効果（成果）の実現
が不十分

9 出来上がったシステムが実際の
業務の役に立たないことが多々
ある

10 ベンダーロックインによる非効
率な整備・運用

11 システム運用がプロジェクトごと
縦割りになって、非効率

７

8 8
11 9

10

ガバナンス改善策
詳細は付録2.を参照

6

1) モニタリング態勢
の確立と実践

2) 政府全体と府省内
の全体最適化

（縦割りの弊害打破）

3) 失敗しない品質管
理態勢の確立

4) デジタル人材の確
保・育成

5) プロジェクト計画と
変更管理プロセスの

確立

ガバナンス改善策
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３．論点全体像と論議の進め方

14

デジタル庁が、政府全体のデジタル化推進の司令塔としてデジタル価値を
創出するため、政府全体の監督（ガバナンス）と自らシステム整備を行う執
行（マネジメント）について車の両輪となって推進することをめざし、論議す
ることを提案します
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政府全体のガバナンス態勢の設計の重要性

政府全体の監督（ガバナンス）と自らシステム整備を行う執行（マネジメント）を車の両
輪となって推進するような政府全体のガバナンス態勢を設計することが重要です

参考資料：「車の両輪―監督とシェアードＩＴ―による日本の金融グループのためのグループＩＴガバナンス態勢モデル」、2017年7月31日稲葉投稿論文
https://www.isaca.org/resources/news-and-trends/industry-news/2017/a-group-it-governance-system-model-with-a-pair-of-wheelsoversight-and-shared-itfor-a-financial-group

ガバナンス態勢の設計

総合調整

ガバナンス態勢設計

府省

システムの整備・運用・利用

ガバナンス態勢の運用

統括・監理

府省・地方・独法等システム
の統括・監理（注）

企画立案

政府全体戦略
の策定・監理

整備方針・指針
の策定・監理

監督（Oversight）

システムの整備・運用

自らシステム整備

デジタル庁
システムの
整備・運用

共同システム
の整備

共同システムの
整備・運用

政府共通システ
ムの利用

共同
開発

運用
移管

業務
委託

執行（Shared IT）

地方・独法等

システムの整備・運用

地方・独法等
システムの
整備・運用

府省システムの
整備・運用

統括・
監理

統括・
監理

統括・
監理

デジタル庁

デジタル庁の
制度・業務企画

（全体整備企画、
個別共通システムの
制度・業務企画） 協調

（注）「監理」：ある人又はある機関の行為が、その遵守すべき義務に違反すること
がないかどうか監視し、それが正しく行われるように指導統制することをいう。
「法令用語辞典」(学陽書房)

https://www.isaca.org/resources/news-and-trends/industry-news/2017/a-group-it-governance-system-model-with-a-pair-of-wheelsoversight-and-shared-itfor-a-financial-group
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政府全体のガバナンス態勢設計の論点

政府全体のガバナンス態勢を設計する際に、以下の8つの論点（論点１～８）につい
て議論をしていく必要があると考えます

論点2.

一元的なプロジェクト管理
の体制・プロセス

論点8.

府省・地方・
独法等の統
括・監理プロ
セス

論点1.（本論点）
政府全体のガバナン
ス態勢の設計

論点3.

デジタル庁における
ガバナンス態勢

論点4.

各府省における
ガバナンス態勢

論点7.

デジタル人材の確保、
育成

論点6.

整備方針、標準化指
針の策定・監理

論点5.

政府全体および府省に
おける戦略の策定・監理
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政府全体のガバナンス態勢設計に向けた論議の流れ（提言）

ガバナンス態勢を設計するにあたり、まず「政府全体のガバナンス態勢の設計」、次
に「一元的なプロジェクト管理の体制・プロセス」を論議していく手順を提言いたします

論点2. 一元的なプロジェ
クト管理の体制・プロセス

論点8. 府省・地方・独法
等の統括・監理プロセス

論点1.政府全体のガバ
ナンス態勢の設計

論点3. デジタル庁にお
けるガバナンス態勢

論点4. 各府省における
ガバナンス態勢

論点7. デジタル人材の
確保、育成

論点6. 整備方針、標準
化指針の策定・監理

論点5. 政府全体および
府省における戦略の策

定・監理

論点2-1  デジタル庁システムの整備に関する体制・プロセス
論点2-2 重要な府省システムの整備に関する体制・プロセス
論点2-3予算要求案策定におけるデジタル庁IT人材工数の扱い
論点2-4システム整備体制における情報共有とモニタリング
論点2-5 府省システムのプロジェクト実施状況モニタリング
論点2-6 プロジェクトレビューの実施

論点1-1 政府全体ガバナンスにおけるデジタル化推進機能の配置
論点1-2 府省とデジタル庁の関係のあり方

論点6-1デジタル庁設置に伴う整備方針の策定
手順

論点6-2 モニタリングプロセス運用の徹底

論点3-1：デジタル庁システムの業務サイド（制度所
管・業務実施部門）の明確化

論点3-2：デジタル庁システムの統括・監理の主体

論点4-1：現行のITガバナンス（PMO）の機能範
囲

論点4-2：情報システム部門の位置づけ

論点5-1 政府全体および府省における戦略の策定・
監理

論点7-1 デジタル改革を支えるデジタル庁や府省の
人材像の定義

論点7-2 持続的にデジタル価値を創出するための人
材確保・育成

論点8-1 地方自治体・独立行政法人等システムの統
括・監理プロセス

スライド18 スライド23

スライド40

スライド44

スライド48

スライド51

スライド57

スライド63
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４．各論点に関する論議
（１）論点１．政府全体のガバナンス態勢

18

デジタル社会形成価値の創出に向けたガバナンスとマネジメントの態
勢設計に際し、まず、設計の根幹である「デジタル化推進機能の配置」
および「府省とデジタル庁の関係のあり方」を論議する必要があります
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論点１．政府全体のガバナンス態勢

政府全体ガバナンスにおけるデジタル化推進機能をデジタル庁に集中配置し、府省とデ
ジタル庁の関係をイコールパートナーシップとすることについて議論をしていきます

論点# 論点 案# 対応案 論議を進めるための仮置き

1-1 政府全体ガバナンスに
おけるデジタル化推進
機能の配置

A案
現行

分散型（現状から業務部門
オーナーシップの確立へ進
化）

B案 将来的には「C案全省埋込型（CoE型）」をめざしつつ、当面は、
デジタル庁設置法案の趣旨に沿って、デジタル庁で予算やデジタ
ル人材等のリソースを集中し司令塔の役割を担ってデジタル社
会形成価値創出に取り組む「B案：集中型」を目指すべきです。

B案
改革

集中型

C案
改革

全省埋込型（CoE型）

1-2 府省とデジタル庁の関
係のあり方

A案
現行

情報システム部門統括型 B案 デジタル庁設置法案の趣旨に従えば、デジタル庁が勧告権等に
基づき司令塔となって総合調整するような「情報システム部門統
括型」（A案）が自然である一方、主要なシステム整備は各府省の
中長期計画を支えるデジタル社会形成のための重要な取り組み
であることを考えると、デジタル庁と各府省はイコールパートナー
シップの関係とし、総合調整はデジタル監と府省CIOで構成され
るデジタル化推進委員会等が行うようなガバナンス（B案）も考え
られます。

B案
改革

イコールパートナーシップ型

C案
改革

業務部門取りまとめ統括型

D案
現行

業務部門個別統括型

（注）「案#」欄の現行/改革表示について ＜凡例＞ 現行 ：現行通りあるいは現行に近い案、 改革 ：現行からある程度改革する案
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政府全体のガバナンス態勢

デジタル庁設置法に従い、COBITやISO38500等の国際標準やフレームワークを参考に
して、デジタル庁が主導するガバナンスとマネジメントの態勢を整備します

＜各府省＞

大臣
/副大臣/大臣政務官

府省CIO
（仮）

府省事務組織
（PMO,PJMO等)

＜デジタル庁＞

デジタル庁
事務組織

デジタル大臣
/副大臣/大臣政務官

デジタル監

デジタル審議官
統括官

内閣総理大臣所掌事務の
統括

（政策判断）

事務の統括
（業務遂行統

括）

＜デジタル社会推進会議＞

府省副CIO
（仮）

ステークホルダー

国民 社会・環境納税者国会
各国政府
地球市民

政府職員

デジタル価値の創出
（デジタル社会形成価値の創出）

内閣総理大臣

価値創出
ニーズ

説明責任
の遂行

ガバナンス
（COBIT/ISO

38500定義）
と位置づける

（スライド5,6

参照）

マネジメント
（COBIT定
義）と位置づ

ける

（スライド5,6参
照）
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• 政府全体のガバナンス態勢として、現状のデジタル化推進リソースが府省に分散されている状態から、A案：分散型（現

状から業務部門オーナーシップの確立へ）、B案：集中型やC案：全社埋込型（CoE型）等、どの成熟度レベルを目指す

かの選択が論点になる

→ 将来的には各府省の第一線が国民等の政策ニーズにスピード感を持って対応できる全社埋込型（CoE型）をめざしつ

つ、当面は、デジタル庁設置法の趣旨に沿って、デジタル庁で予算やデジタル人材等のリソースを集中し司令塔の役

割を担ってデジタル社会形成価値創出に取り組む「B案：集中型」を目指す

21

論点1-1 政府全体ガバナンスにおけるデジタル化推進機能の配置

デジタル社会形成目的のため、手段としてのデジタル化推進機能の配置について検
討し、デジタル庁主導による集中型機能配置を目指します

（注） CoE: Center of Excellence

現状
目標

将来像

デジタル庁
（システム整

備）

各府省
（制度・業務）

B案：集中型 C案：全社埋込型（CoE型）A案：分散型（BO型）

出所： 2018年BCG発行、”Most Innovative Companies 2018 - Chapter 4: Organizing for Digital Innovation (bcg.com)”を参考にして図表化 （詳細は付録3参照）

https://www.bcg.com/publications/2018/most-innovative-companies-2018-organizing-digital
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• デジタル庁設置法案の趣旨に従えば、デジタル庁が勧告権等に基づき司令塔となって総合調整するような「情報システ

ム部門統括型」（A案）が自然である

• 一方、主要なシステム整備は各府省の中長期計画を支えるデジタル社会形成のための重要な取り組みであることを考

えると、デジタル庁と各府省はイコールパートナーシップの関係とし、総合調整はデジタル監と府省CIOで構成されるデ

ジタル化推進委員会等が行うようなガバナンス（B案）も考えられる

• その他、各府省が総体的に（C案）、あるいは、個別的に（D案）統括する関係も類型としては考えられるが、デジタル庁

設置法案の趣旨に従えば、あり得ない選択となる

22

論点1-2 府省とデジタル庁の関係のあり方

主要なシステム整備プロジェクトはデジタル庁と各府省の共同で推進し、これらをどの
ようにドライブするか、システム部門と業務部門の関係の持ち方が論点となります

システム業務

B案：
イコールパートナーシップ型

イコールパートナー関係

システム

A案：
情報システム部門統括型

業務

総合調整
統括・監理
関係

C案：
業務部門取りまとめ統括型

システム

業務

総合調整
統括・監理
関係

D案：
業務部門個別統括型

システム

業務業務

業務業務

統括・監理
関係

統括・監理
関係

○デジタル庁設置法
案の趣旨にストレート
に対応するもの

×デジタル庁設置法
案の趣旨に反する

×デジタル庁設置法
案の趣旨に反する

デジタル化推進委員会
（委員：システム、各業務の執行責任者）

総合調整
統括・監理

◎デジタル庁設置法
案にも馴染む、目指
すべき方向性か？
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４．各論点に関する論議
（２）論点２．一元的なプロジェクト管理の体制・プロセス

23

成功に向けた業務部門オーナーシップに基づく協調関係の下、①デジタル
庁のシステム、②共同システム、③府省のシステムの③分類について体制
や業務プロセス等を検討します



Discussion purposes only

Copyright © 2021. Yuichi (Rich) Inaba, All Rights Reserved.24

論点２．一元的なプロジェクト管理の体制・プロセス（1/2）

重要な府省システムについては、制度・業務を府省が担い、システム整備をデジタル
庁が担う協調関係を構築し、デジタル庁IT人材の工数を政府全体で一元管理します

論点# 論点 案# 対応案 論議を進めるための仮置き

2-1 政府共通システム（デジ
タル庁のシステム）の整
備

A案
改革

制度・業務企画機能とシステム整
備機能を分離し、それぞれの役割
と責任を明確化

A案 現行標準ガイドラインで示されるPJMO内の制度所管・業務実施部門
管理者と情報システム部門管理者、プロジェクト管理者が明確になる
ように、それぞれの役割と責任を明確にするようにA案とすべきです。

B案
現行

各プロジェクト管理チームが制度・
業務企画機能とシステム整備機能
について一体となって遂行

2-2 重要な府省システムの
整備

A案
改革

システム整備機能をデジタル庁に
配置（共同プロジェクト）し、運用も
含めデジタル庁が主体的に対応

B案 システム整備については、現行の政府CIOレクや一元的プロジェクト管
理レビュー、政府CIO補佐官の府省担当制による支援のようなリモート
対応から（C案）、デジタル社会形成価値創出にストレートにつなげるた

め、システム整備機能をデジタル庁に配置して府省との共同プロジェク
トに位置付け、主体的に対応する（A案/B案）べきです。

システム運用については、そのままデジタル庁において府省システム
の全体管理すべきか（A案）、府省に分散させて運用移管するか（B案）、

論議が必要。整備・運用の全体を通して考えると、中長期的には政府
内の全体最適が実現できるA案を展望しつつも、デジタル社会価値創
出に向けスピード感を持って対応し、デジタル庁設置時の円滑な移行
が図れるような B案「システム整備機能をデジタル庁に配置し、整備後
運用は府省へ移管」が適切と考えられます。

B案
改革

システム整備機能をデジタル庁に
配置し、整備後運用は府省へ移
管

C案
現行

システム整備機能を府省に配置
（現行通り）、デジタル庁の監理（レ
ビュー等）機能と支援（デジタル庁
の人材を府省に配置）機能を強化

2-3 予算要求案策定における
デジタル庁IT人材工数の
扱い

A案
改革

デジタル庁IT人材の対応可能な

工数の範囲内で、政府全体の優
先順位付けによる予算要求案を
策定

A案 重要プロジェクトを確実に成功させるために、十分なデジタル庁IT人材
リソースを重要プロジェクトに優先配備することが重要であるため、A案
とすべきです。

B案
現行

各府省の予算要求案をデジタル
庁がとりまとめる際、予算金額だ
けによる予算策定

（注）「案#」欄の現行/改革表示について ＜凡例＞ 現行 ：現行通りあるいは現行に近い案、 改革 ：現行からある程度改革する案
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論点２．一元的なプロジェクト管理の体制・プロセス（2/2）

各府省とデジタル庁による政府全体の委員会組織により、デジタル庁と各府省のプロ
ジェクトの実施状況をレビューしモニタリングするプロセスをルール化し実施します

論点# 論点 案# 対応案 論議を進めるための仮置き

2-4 システム整備体制にお
ける情報共有とモニタリ
ングプロセス

A案
改革

デジタル化推進委員会等による情
報共有とモニタリング（各府省とデ
ジタル庁の幹部により構成される
運営委員会の下、各府省の共同
システム整備を統括し、円滑な運
用移管を実現するための府省・デ
ジタル庁の共同システム整備統括
チームにより運営）

A案 論点1-2 「府省とデジタル庁の関係のあり方」でB案「イコールパート
ナーシップ関係」を前提として考えると、政府全体で重要と考えられる
システム整備ついては、各府省の中長期計画の中核を担う重要プロ
ジェクトであり、各府省とデジタル庁の幹部により構成される運営委員
会の下、各府省の共同システム整備を統括し、円滑な運用移管を実現
するための府省・デジタル庁の共同システム整備統括チームにより運
営すべきです（A案）

B案
現行

デジタル庁主導（総合調整）による
情報共有とモニタリング

2-5 府省システムのプロジェ
クト実施状況モニタリン
グの運用

A案
改革

モニタリングプロセス（ルール）の
整備とプロセス運用の徹底

A案 以下のようなプロジェクト実施状況のモニタリングプロセスが現行標準
ガイドラインに記載されていますが、実施が徹底されていない状況です。
本論点については、ルールモニタリングプロセスが標準ガイドラインに
整備されている現状から、ルールの継続的改善を含め運用が徹底さ
れた状況にしていく必要があります。

B案
現行

モニタリングプロセス（ルール）の
整備

2-6 プロジェクトレビューの
実施

A案
改革

PJMO自己レビューに加え統括・
監理機能によるレビュー（プロジェ
クト計画時及び移行・業務運営後
レビューの追加）

A案 ①デジタル庁システム、②共同システム、③府省システムについて、
PJMO内の内部管理だけでよいか（C案）、第三者の立場からのレ
ビューを加える（A/B案）かが論点となります。
プロジェクト品質を高め、QCDを確保したプロジェクトの完遂に繋げる
ためには、システム整備の統括・監理組織によるプロジェクトレビュー
が必要です（B案）。
なお、レビューは、現行の工程レビューや一元的なプロジェクト管理レ
ビューのタイミングに加え、プロジェクト計画時と移行や業務運営後の
レビューを検討すべきと考えます（A案）。

B案
現行

PJMO自己レビューに加え統括・
監理機能によるレビュー

C案
現行

PJMO自己レビュー主体

（注）「案#」欄の現行/改革表示について ＜凡例＞ 現行 ：現行通りあるいは現行に近い案、 改革 ：現行からある程度改革する案
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重要性の高い共同システムの整備により政府情報システムのデジタル社会創成価値を創出するためには、

府省の制度所管・業務実施部門職員とデジタル庁のシステム整備やプロジェクト管理を行う職員の間で、

適切な役割分担により価値創出という目的を共有した協力・協調関係を構築することが重要であると考え

ます

26

成功に向けた業務部門オーナーシップに基づく協調関係の重要性

府省とデジタル庁の関係についてイコールパートナーシップとすることを前提に、シス
テム整備のための体制・プロセスについて検討する必要があります

ユ
ー
ザ
ー
（
国
民
、
政
府
職
員
等

）

開
発
事
業
者
（
調
達
先

）

1. システム化要望の提示

オーナーの役割と責任 サプライヤーの役割と責任

２．技術的かつコストの観点からの
アドバイス、最適要件の提案

６．パフォーマンス・テスト、サーバの
セットアップ等

5. テストケース策定、
オーナー受入れテスト（UAT）

目的を共有した
協力関係

3. 要件定義、費用対効果の確定

適切な
緊張関係

４．システム整備
（設計、開発、システムテスト）

7. ユーザー教育・マニュアル作成

業務部門（制度所管・業務実施） 情報システム部門

参考資料：” Executive Management Must Establish IT Governance: Tokio Marine Group,” 2013年1月、ISACA国際本部オンライン論文誌COBIT Focus への投稿論文
「Project Management, Best Practices, 3rd Edition」 2014年3月、Harold Kerzner, PhD著に収録（p337-343）

https://books.google.co.jp/books?id=tppNDwAAQBAJ&pg=PA337&lpg=PA337&dq=Inaba+Shibuya+TokioMarine+IT+Governance&source=bl&ots=cK27lKUwHz&sig=ACfU3U382BkmyiUIVDVSfKcJgHsofWYhRA&hl=ja&sa=X&ved=2ahUKEwji7a6OooHuAhVX-WEKHXYQAQIQ6AEwDXoECAMQAg
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一元的なプロジェクト管理の現状と課題認識

現行の一元的なプロジェクト管理の状況を把握し、仮決めしたガバナンス態勢図に
マッピングすると、管理体制やプロセスに関する課題がギャップとして認識されます

現行のプ
ロジェクト
管理の
状況を
仮決めの
態勢図に
マッピング

府省
システムの整備・運用・利用

ガバナンス態勢の運用

統括・監理

政府全体の
システム
統括・監理
（取り組み
不十分）

情報システムの整備・運用

自らシステム整備

デジタル庁
システムの
整備・運用

一元的なプ
ロジェクト管

理
（レビュー実

施）

府省システ
ムの整備・
運用

（人材不足）

府省システ
ムの

制度・業務
企画

デジタル庁
システムの
制度・業務
企画

役割分担
不明確）

課題2-2-2：重要なシス
テム整備に関するデジ
タル庁の主体的関与

課題2-1：府省におけるシス
テム整備人材の不足

課題2-2-4：府省プロ
ジェクトへのデジタル
庁による統括・監理の

強化

デ
ジ
タ
ル
庁

府
省

統括・
監理

統括・
監理

府省システ
ムの整備・
運用

（人材不足）

府省システ
ムの

制度・業務
企画

協調

課題2-1-1：制度・業務
責任とシステム整備責
任の分離・明確化

課題2-2-1：府省におけるシ
ステム整備人材の不足

監理
（レビュー）

現行の一元的なプロジェクト管理の状況

課題2-2-3：整備済みシステ
ムの円滑な運用移管
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「2-2 府省の重要システムの整備」については、現行の政府CIOレクや一元的プロジェクト管理レビュー、政府CIO補佐官の府

省担当制による支援のようなリモート対応から（C案）、デジタル社会形成価値創出にストレートにつなげるため、システム整備

機能をデジタル庁に配置して府省との共同プロジェクトに位置付け、主体的に対応するべき（A案/B案）と考えます。
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論点2-2．重要な府省システムの整備・運用に関する体制・プロセス

デジタル社会形成価値創出にストレートにつなげるため、システム整備機能をデジタ
ル庁に配置して府省との共同プロジェクトに位置付け、主体的に対応するべきです

論点 項目 現状 課題 対応策

2-1 政府共通シス
テム（デジタル
庁のシステ
ム）の整備

IT室のクラウド戦略・企画チーム、ガバメント
ネットワーク整備・クラウドチームが、PJMO

としてプロジェクトの全工程を遂行している

2-1-1 制度・業務企画機能と
システム整備機能の担当が
不明確

2-1 A案：
制度・業務企画機能とシステム整備機能を
分離し、それぞれの役割と責任を明確化

2-1 B案：
各プロジェクト管理チームが制度・業務企画
機能とシステム整備機能について一体と
なって遂行

2-2 重要な府省シ
ステムの整備

• 制度・業務企画、システム整備の役割は
府省各PJMO内で完結し、府省PMOが府
省内各PJMOに対し、統括・監理している。

• 重要なプロジェクトについて、政府CIOレク
を適時行っている

• 府省重点プロジェクトについて、IT室の一
元的なプロジェクト管理チームにより予算
要求時、執行時のレビューを実施している。

• 政府CIO補佐官を府省担当に配置するこ
とにより、府省プロジェクトの支援・助言を
行っている。

• 2-2-1 府省におけるシステ
ム整備人材の不足

• 2-2-2 重要なシステム整備
に関するデジタル庁の主
体的関与

• 2-2-3 整備済みシステムの
府省への円滑な運用移管

• 2-2-4 府省プロジェクトへ
のデジタル庁による統括・
監理の強化

2-2 A案：
システム整備機能をデジタル庁に配置（共
同プロジェクト）し、運用も含めデジタル庁が
主体的に対応

2-2 B案：
システム整備機能をデジタル庁に配置し、
整備後運用は府省へ移管

2-2 C案：
システム整備機能を府省に配置（現行通
り）、デジタル庁の監理（レビュー等）機能と
支援（デジタル庁の人材を府省に配置）機
能を強化
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システム整備をデジタル庁に集中配置する前提で、システム運用については、そのままデジタル庁において府省システム

の全体管理すべきか（A案）、府省に分散させて運用移管するか（B案）、論議が必要と思います。

整備・運用の全体を通して考えると、中長期的には政府内の全体最適が実現できるA案を展望しつつも、デジタル社会価

値創出に向けスピード感を持って対応し、デジタル庁設置時の円滑な移行が図れるような B案「システム整備機能をデジ

タル庁に配置し、整備後運用は府省へ移管」が当面の現実的な対応策と考えます

29

論点2-2．重要な府省システムの整備・運用に関する体制・プロセス

デジタル庁設置時の円滑な移行が図れるように、システム整備機能をデジタル庁に
配置し、整備後運用は府省へ移管すること が当面の現実的な対応策と考えます

案 内容 統括・監理機能 整備機能 運用機能 メリット デメリット

A案 システム整備機能をデジタ
ル庁に配置（共同プロジェク
ト）し、運用も含めデジタル庁
が主体的に対応

• デジタル庁に
配置

• デジタル庁に
集約配置

• デジタル庁に
集約配置

• システム整備・運用の
全体最適化（整備・運用
リソース（予算・人材）の
政府全体の優先順位に
基づく最適配置）

• デジタル庁設立時に激
変による混乱の可能性

• 設立時にスキル人材の
大量確保が必要になる

B案 システム整備機能をデジタ
ル庁に配置し、整備後運用
は府省へ移管

• デジタル庁に
配置

• デジタル庁に
集約配置

• 各府省に分
散配置

• システム整備の全体最
適化（整備リソース（予
算・人材）の政府全体の
優先順位に基づく最適
配置）

• システム運用の府省個
別最適化（政府内の重
複や非効率の可能性）

C案 システム整備機能を府省に
配置（現行通り）、デジタル庁
の監理（レビュー等）機能と
支援（デジタル庁の人材を府
省に配置）機能を強化

• デジタル庁に
配置

• 各府省に分
散配置

• 各府省に分
散配置

• デジタル庁設立時に円
滑な移行が可能

• システム整備・運用の
府省個別最適化（政府
内の重複や非効率の可
能性）
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システム区分別プロジェクト推進プロセスと一元的なプロジェクト管理

システム区分ごとにプロジェクト推進体制やプロセスを設計し、デジタル庁がそれらを
一元的に管理するような、政府全体のプロジェクト管理を実現していきます

ガバナンス態勢の設計

総合調整

ガバナンス態勢設計

府省

システムの整備・運用・利用

ガバナンス態勢の運用

統括・監理

府省・地方・独法等システム
の統括・監理

企画立案

政府全体戦略
の策定・監理

整備方針・指針
の策定・監理

監督（Oversight）

共通・共同システムの整備・運用

自らシステム整備

政府共通
システムの
整備・運用

共同システム
の整備

共同システムの
整備・運用

政府共通システ
ムの利用

共同
開発

運用
移管

業務
委託

執行（Shared IT）

地方・独法等

システムの整備・運用

地方・独法等
システムの
整備・運用

府省システムの
整備・運用

統括・
監理

統括・
監理

統括・
監理

デジタル庁

デジタル庁
システムの

制度・業務企画

区分1.

デジタル庁システム

協調

区分2.

共同システム

区分3.

府省システム

システム整備の
統括・監理
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①デジタル庁システム整備・運用の体制・プロセス

デジタル庁のシステムについては、制度・業務部門とシステム部門の2つのラインによ
る、デジタル庁内で完結する二頭協調体制により整備・運用に取り組みます

デジタル庁府省

プロジェクト管理（PJMO）

制度所管/業務実施
部門管理者

プロジェクト共同責任
者（オーナー）

情報システム部門
管理者

プロジェクト管理者

プロジェクト共同責任
者（サプライヤー）

協力関係

全体整備企画
（デジタル庁PMO）

ポートフォリオ管理（PMO）

全体整備企画
（デジタル庁PMO）

システム整備
統括・監理責任

制度・業務
統括・監理責任

政府全体統括・監理事務局

デジタル監

政府全体管理

制度・業務企画責任 予算要求・システム整備責任

関与なし
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②共同システム整備・運用の体制・プロセス

共同システムについては、府省の制度・業務部門と、デジタル庁のシステム部門のラ
インによる、二頭協調体制により価値創出目的を共有した協力関係を構築します

デジタル庁府省

プロジェクト管理（PJMO）

制度所管/業務実施
部門管理者

プロジェクト共同責任者（オー
ナー）

情報システム部門
管理者

プロジェクト管理者

プロジェクト共同責任者（サプラ
イヤー）

制度・業務企画責任 予算要求・システム整備責任

協力関係

プロジェクト管理（PJMO）

制度所管/業務実施
部門管理者

プロジェクト共同責任
者（オーナー）

情報システム部門
管理者

プロジェクト管理者

プロジェクト共同責任
者（サプライヤー）

制度・業務企画責任 予算要求・システム整備責任

協力関係

ポートフォリオ管理（PMO）
府省PMO

全体整備企画
（デジタル庁PMO）

協力関係

ポートフォリオ管理（PMO）

府省PMO
全体整備企画

（デジタル庁PMO）

システム整備統括・監理責任

協力関係

制度・業務統括・監理責任

政府全体統括・監理事務局
協力関係

デジタル監府省CIO

政府全体管理
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③府省システム整備・運用の体制・プロセス

府省システムについては、制度所管・業務実施部門と情報システム部門の2つのライ
ンによる、府省内で完結する二頭協調体制によりシステムの整備・運用に取組みます

デジタル庁府省

府省PMO
ポートフォリオ管理（PMO）

府省PMO

制度・業務統括・監理責任

政府全体統括・監理事務局
協力関係

デジタル監府省CIO

政府全体管理

協力関係

プロジェクト管理（PJMO）

制度所管/業務実施
部門管理者

プロジェクト共同責任
者（オーナー）

情報システム部門
管理者

プロジェクト管理者

プロジェクト共同責任
者（サプライヤー）

協力関係

制度・業務企画責任 予算要求・システム整備責任
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論点2-3 予算要求案策定におけるデジタル庁IT人材工数の扱い

デジタル庁IT人材の対応可能な工数の範囲内で、政府全体の優先順位付けによる
予算要求案を策定する必要があると考えます

左記積み上げおよびIT投資予算の大枠
を踏まえ、また、IT人材利用可能工数の
範囲内で、当年度のIT投資案件および今
後の投資計画を決定

対応必須
xx億

戦略・効率化投資
xx億

投資目的別 領域別

各府省中長期計画

機器老朽化・制度対応等

府省A

施策 IT投資

xxx ○

xxx -

府省B

施策 IT投資

xxx ○

xxx ○

・・・
デジタル庁*1

施策 IT投資

xxx ○

xxx 〇

案件名 時期 予算 工数 必須 戦略

xxx xx年x期 ¥ xxx yy人月 ○ -

xxx xx年x期 ¥ xxx yy人月 - ○

xxx xx年x期 ¥ xxx yy人月 ○ -

xxx xx年x期 ¥ xxx yy人月 ○ -

xxx xx年x期 ¥ xxx yy人月 - ○

xxx xx年x期 ¥ xxx yy人月 ○ -

xxx xx年x期 ¥ xxx yy人月 ○ -

xxx xx年x期 ¥ xxx yy人月 - ○

中長期IT投資案件一覧

案件名 当年度実施 調整結果

xxx ○ -

xxx - xx年度

xxx - xx年度

xxx ○ -

xxx ○ -

xxx - xx年度

xxx - xx年度

xxx ○ -

対応必須
xx億

戦略・効率化投資
xx億

投資目的別 領域別

ミ
ク
ロ
的
ア
プ
ロ
ー
チ

マ
ク
ロ
的
ア
プ
ロ
ー
チ

前年度予算要求・執行額や当年度全体予算要求状況から、IT投資予算の大枠を策定

中長期計画等から各府省が施策を検討。各施策からIT投資に係る施策を積上げ

投資計画を踏まえ当年度予算要求を最終
化

府省X
xx億

府省A
xx億
府省B
xx億
・・・

府省X
xx億

府省A
xx億
府省B
xx億
・・・

デジタル庁
IT人材

利用可能工数
yyyy人月

IT人材予算要求

デジタル庁が工数
見積もりを実施

*1) 政府共通システム、等

（現行との差分の部分）
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論点2-4 システム整備体制における情報共有とモニタリングプロセス

各府省の重要プロジェクトについては、各府省とデジタル庁の幹部により構成
される委員会組織の下、共同システム整備統括チームにより運営すべきです

府省C共同システム統括（ポートフォリオ管理）チーム

統括、監理

政府全体統括・監理
（デジタル化推進委員会事務局）

【手段】

• 定例会議体
• 非定例打合せ
• 対面・オンライン打合せ・
電話・メール、等

報告
（モニタリン
グ結果）

府省B共同システム統括（ポートフォリオ管理）チーム

府省A共同システム統括（ポートフォリオ管理）チーム

情報システム
オーナー

（各府省統括部門：
PMO）

情報システム
サプライヤー

（デジタル庁情報システ
ム整備部門）

円滑・頻繁・率直な
コミュニケーション

【内容】

• プロジェクト計画策定相談
• 予算要求案策定相談
• 予算執行管理相談
• 関連プロジェクト進捗管理
• システム運用移管相談、等

デジタル庁各府省

デジタル化推進委員会

委員長：デジタル監
委員：各府省 CIO（事務方幹部）

A案「デジタル化推進委員会による情報共有とモニタリング」（共同システム整備統括チームによる運営）

B案：デジタル庁主導（総合調整）による
情報共有とモニタリング

（論点1-2 A案：情報システム部門統括型ベース）

選択肢

政
府
全
体
管
理

府
省
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
管
理

各共同システム整備統括チーム
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３階層による情報共有とモニタリング

デジタル化推進委員会、府省ごとのポートフォリオを管理するPMO、個々のプロジェ
クト管理を行うPJMOの3階層により、効果的な情報共有とモニタリングを実現します

デジタル庁府省

プロジェクト管理（PJMO）

制度所管/業務実施
部門管理者

プロジェクト共同責任者（オー
ナー）

情報システム部門
管理者

プロジェクト管理者

プロジェクト共同責任者（サプラ
イヤー）

制度・業務企画責任 予算要求・システム整備責任

協力関係

プロジェクト管理（PJMO）

制度所管/業務実施
部門管理者

プロジェクト共同責任者（オーナー）

情報システム部門
管理者

プロジェクト管理者

プロジェクト共同責任者（サプライ
ヤー）

制度・業務企画責任 予算要求・システム整備責任

協力関係

ポートフォリオ管理（PMO）
府省PMO

全体整備企画
（デジタル庁PMO）

協力関係

ポートフォリオ管理（PMO）

府省PMO
全体整備企画

（デジタル庁PMO）

システム整備統括・監理責任

協力関係

制度・業務統括・監理責任

政府全体統括・監理事務局

協力関係
デジタル監府省CIO

政府全体管理
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論点2-5 府省システムのプロジェクト実施状況モニタリングの運用

デジタル庁は各府省と連携し、各府省のPMO相当組織が個別プロジェクトの実施状
況をモニタリングし、その結果をデジタル庁に報告します

標準ガイドライン（方針）

標準ガイドライン（方針）

ステークホルダー （国民、地方自治体、政府職員、社会・環境 等）

府省CIO（府省PMO）府省CIO（府省PMO）
府省全体

のモニタリング結果
（府省PMO）

政府全体
のモニタリング結果
（内閣官房/総務省）

各プロジェクト
のモニタリング結果
（府省各PJMO）

報告

報告

デジタル・ガバメント
実行計画

（政府全体戦略）

デジタル・ガバメント
中長期計画
（府省戦略）

各プロジェクト
のプロジェクト計画

目
標 資源

適正化

ガバナンス目標：価値創出

政
府
全
体

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

Ｉ
Ｔ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

評価

戦略
方針

状況
把握

計画 整備 運営
状況
把握

各
府
省

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

評価

戦略
方針

状況
把握

フィード
バック

支援

リスク
適正化

便益の
実現

業務遂行

方向付け

方向付け

説明責任
（透明性確保）

ステークホルダーニーズ
価値創出ニーズ

政府全体の
モニタリングプロセス

（デジタル庁）

府省全体の
モニタリングプロセス

（府省PMO）

府省の個別プロジェクト
のモニタリングプロセス

（府省PJMO）



Discussion purposes only

Copyright © 2021. Yuichi (Rich) Inaba, All Rights Reserved.

案 内容

A案 PJMO自己レビューに加え統括・監理機能によるレビュー
（プロジェクト計画時及び移行・業務運営後レビューの追加）

B案 PJMO自己レビューに加え統括・監理機能によるレビュー（現行）

C案 PJMO自己レビュー主体

38

論点2-6 プロジェクトレビューの実施

プロジェクト品質を高めQCDを確保したプロジェクトを完遂するためには、現行レビュー
制度からプロジェクト計画時と移行や業務運営後のレビューを加えるべきと考えます

ガバナンス態勢の運用

統括・監理

府省・地方・独法等システム
の統括・監理

共通・共同システムの整備・運用

自らシステム整備

デジタル庁システ
ムの整備・運用

共同システム
の整備

デジタル庁
システムの

制度・業務企画

デジタル庁

ガバナンス態勢の運用

システム統括・監理

府省システムの統括・監理
（府省PJMO・地方・独法等システムの統括・監理）

府省戦略の策定・監理
府省整備方針・指針

の策定・監理

府省重要システムの整備・運用

システム整備

府省システムの
整備・運用

地方・独法等

システムの整備・運用

地方・独法等システムの整備・運用

各府省

府省システムの
制度・業務企画

協調

共同システムの
制度・業務企画

監督（Oversight） 執行（Shared IT） 共同
開発

運用
移管

統括・
監理

統括・監理
（レビュー）

統括・
監理

移管

統括・
監理

統括・監理
（レビュー）
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論点2-6 プロジェクトレビューの実施（レビュータイミング）

プロジェクトを失敗させないように、現行制度のレビュータイミングにプロジェクト開始
時と稼働後を追加することが重要です

予算要求前
レビュー

予算執行時
レビュー

予算要求時
レビュー 予算執行後モニタリング

プロジェクトの具体化
段階の予算案確認

詳細仕様の検討段
階の調達仕様確認

プロジェクトの計画段
階の予算案確認

システム導入効果の
モニタリング

プロジェクトの基本的
な方向性等の検証

プロジェクトの費用対
効果等の検証

成果/効果の実現状
況の検証

費用の妥当性や仕様
の適正性等の検証

レ
ビ
ュ
ー

予
算
管
理

項
目

観
点

・・・

[1]第一次工程レビュー：調達仕様書に添付する要件定義書の作成終了前
[2]第二次工程レビュー：設計・開発工程に入る前に要件定義の確定を行う前
[3]第三次工程レビュー：総合テスト計画書の確定を行う前

稼働判定
レビュー

要件定義（調達仕様
作成時）の品質確保

要件定義（確定時）
の品質確保

プロジェクト計画時の
品質管理計画確認

サービスイン判断に
おける品質確保

プロジェクト構想・
計画・予算要求

業務企画・要件定
義

設計・
開発（構築・テスト）

移行

第三次
工程レビュー

調達

第二次
工程レビュー

第一次
工程レビュー

サービス・業務の
運営と改善

稼働後の
継続的品質改善

稼働後運営・改善レビュー

プロジェクト計画の妥
当性の検証

概要要件の妥当性
の検証

テスト計画の妥当性
の検証

準備状況の確認・稼
働可否の判定）

成果/効果の実現状
況の検証

レ
ビ
ュ
ー

プロジェクト
計画レビュー

テスト時の品質確保

詳細要件の妥当性
の検証

項
目

観
点

・・・

品
質
・リ
ス
ク
管
理

＜凡例＞ ：追加レビュー案

：既存レビュー
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４．各論点に関する論議
（３）論点３．デジタル庁におけるガバナンス態勢

40

政府全体のガバナンス態勢として、デジタル庁における総合調整、企画
立案、統括・監理、自らシステム整備の各業務を効果的・効率的に遂行
しデジタル庁価値創出に繋げるため、役割と責任の定義を含む組織体
制を設計する必要があります
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論点３．デジタル庁におけるガバナンス態勢

デジタル庁システムの整備チームから制度・業務チームを独立させ、両チームともに、
府省や地方自治体と同様に、統括・監理チームにより統括・監理されるべきです

論点# 論点 案# 対応案 論議を進めるための仮置き

3-1 デジタル庁システム
の業務サイド（制度
所管・業務実施部
門）の明確化

A案
改革

制度所管・業務実施部門を独
立したチームとして設定

A案 システム整備を成功させるためには、デジタル庁のシステムで
あっても、標準ガイドラインに従いPJMOを構成する各管理者（制
度所管/業務実施管理者および情報システム管理者、プロジェクト
管理者）を明確にすることが重要です。

B案
現行

デジタル庁システムの整備
チーム内で制度所管/業務実
施と情報システム/プロジェクト
管理機能を一体的に対応

3-2 デジタル庁システム
の統括・監理の主体

A案
改革

全体統括・監理機能（府省・地
方・独法）がデジタル庁システ
ムの整備についても統括・監
理の対象とする

A案 デジタル庁が「自ら整備」するデジタル庁のシステムについても、
第三者による品質レビューや予算要求・執行レビュー、モニタリン
グなど、その統括・監理を行う主体プロジェクトのQCDを確保する
ために重要な役割を担うべきです。

B案
現行

関係するPMOやPJMOが必
要に応じて統括・監理する

（注）「案#」欄の現行/改革表示について ＜凡例＞ 現行 ：現行通りあるいは現行に近い案、 改革 ：現行からある程度改革する案
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デジタル庁の組織体制・役割分担の設計

デジタル庁における総合調整、企画立案、統括・監理、自らシステム整備の各業務を
効果的・効率的に遂行するため、役割と責任の定義を含む組織体制を設計します

ガバナンス態勢の設計

総合調整

ガバナンス態勢設計

府省

システムの整備・運用・利用

ガバナンス態勢の運用

統括・監理

府省・地方・独法等システム
の統括・監理

企画立案

政府全体戦略
の策定・監理

整備方針・指針
の策定・監理

監督（Oversight）

システムの整備・運用

自らシステム整備

デジタル庁
システムの
整備・運用

共同システム
の整備

共同システムの
整備・運用

政府共通システ
ムの利用

共同
開発

運用
移管

業務
委託

執行（Shared IT）

地方・独法等

システムの整備・運用

地方・独法等
システムの
整備・運用

府省システムの
整備・運用

統括・
監理

統括・
監理

統括・
監理

デジタル庁

デジタル庁
システムの

制度・業務企画

協調

デジタル庁価値の創出を支える
組織体制（役割と責任の定義）の設

計
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論点3-1/3-2 デジタル庁のあるべき組織構造（論議のためのたたき台）

デジタル庁の基本的な機能として、総合調整、企画立案、統括・監理、自ら整備ごと
に、グループ組織を整備します

デジタル審議官/統括官

ガバナンス部門
（総合調整、統括・監理）

ガバナンス企画チーム

政府全体企画部門
（企画立案）

整備方針・指針企画
チーム

政府全体戦略企画
チーム

府省・地方・独法
統括・監理チーム

品質・リスク管理チーム
（サイバーセキュリティ・監査）

デジタル人材チーム
（デジタル人材確保企画）

情報システム整備部門
（自ら整備：システム整備）

デジタル庁システム
チーム

共同システムチーム１
（府省グループ１対応）

共同システムチームｎ
（府省グループｎ対応）

制度・業務企画部門
（自ら整備：制度・業務企画）

地方共通のデジタル基
盤企画チーム

マイナンバー制度企画
チーム

民間・準公共部門デジタ
ル化支援チーム

データ利活用企画
チーム

全体整備企画チーム
（デジタル庁PMO）

デジタル監 システム整備統括・監理 制度・業務＜凡例＞

• 論点3-1：デジタル庁システムの業務サイド
（制度所管・業務実施部門）の明確化

• 論点3-2：デジタル庁システムの統括・監理
の主体
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４．各論点に関する論議
（４）論点４．各府省におけるガバナンス態勢

44

各府省のガバナンス態勢として、企画立案、統括・監理、自らシステ
ム整備の各業務を効果的・効率的に遂行しデジタル価値創出に繋げ
るため、役割と責任の定義を含む府省における標準的な組織体制を
設計する必要があります
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論点４．各府省におけるガバナンス態勢

各府省において、現行の標準ガイドラインで定義されているPMOの14の機能を詳細
化し、情報システム部門を集中化させることが重要です

論点# 論点 案# 対応案 論議を進めるための仮置き

4-1 ITガバナンス（PMO）
の機能範囲

A案
現行

システム統括・監理の機能（現
行のPMOの14の機能）を具体
化・詳細化し、整備指針等に
明記

A案 システム整備リソースをデジタル庁に集中配備して政府全体でデ
ジタル社会形成価値を創出する方向性のため、府省の統括・監
理機能については、当面、現状のPMO機能の範囲内で、詳細化
等の対応を行う（A案）べきです。
将来的には、、制度や業務を企画する府省の機動的対応を実現
する府省全体の統括・監理機能を強化する方向性（B案）であると
考えます。

B案
改革

府省中長期戦略に整合した府
省システム全体最適を目指せ
るように、現行のPMO機能の
拡大を検討

4-2 情報システム部門の
位置づけ

A案
改革

情報システム部門を府省内で
統合する

A案 政府全体の重要システム整備を成功させるためデジタル庁にリ
ソースを集中配備し対応する方針と整合させ、府省内のデジタル
推進組織にリソースを集中化して対応することが、府省のシステ
ム整備を成功させるためには重要となります。B案

現行
情報システム部門を部局や課
室に分散配置する

（注）「案#」欄の現行/改革表示について ＜凡例＞ 現行 ：現行通りあるいは現行に近い案、 改革 ：現行からある程度改革する案
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各府省の組織体制・役割分担の設計

各府省のガバナンス態勢として、企画立案、統括・監理、自らシステム整備の各業務
を効果的に遂行するため、役割と責任の定義を含む標準的な組織体制を設計します

ガバナンス態勢の運用

統括・監理

府省・地方・独法等システム
の統括・監理

システムの整備・運用

自らシステム整備

デジタル庁システ
ムの整備・運用

共同システム
の整備

デジタル庁

デジタル庁
システムの

制度・業務企画

ガバナンス態勢の運用

システム統括・監理

府省システムの統括・監理
（府省PJMO・地方・独法等システムの統括・監理）

府省戦略の策定・監理
府省整備方針・指針

の策定・監理

府省重要システムの整備・運用

システム整備

府省システムの
整備・運用

地方・独法等

システムの整備・運用

地方・独法等システムの整備・運用

各府省

府省システムの
制度・業務企画

統括
監理

協調

共同システムの
制度・業務企画

監督（Oversight） 執行（Shared IT）

移管

共同
開発

運用
移管

統括・
監理

統括・
監理

統括・
監理

統括・
監理

各府省のデジタル価値創出を支える
標準的組織体制（役割と責任の定

義）の設計
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• 論点4-1：現行のITガバナンス（PMO）の機能範囲

• 論点4-2：情報システム部門の位置づけ

47

論点4-1/4-2 各府省のあるべき標準的組織構造（論議のためのたたき台）

府省システム整備に関わる標準的体制として、業務部門における制度企画・業務実
施機能とシステム部門における統括・監理機能、整備機能、運用機能を明確化します

府省CIO（注）

業務部門ｎ

業務実施チーム

制度所管チーム

業務XXチーム

府省システム整備部
門

府省共通システム
チーム

個別システムチーム１
（府省グループ１対応）

共同システムチームｎ
（府省グループｎ対応）

システム統括・監理
部門（PMO相当）

システム整備企画
チーム

業務部門１

業務実施チーム

制度所管チーム

業務XXチーム

システム管理チー
ム

外部組織
統括・監理チーム

運用管理チーム

運用サービス業務
チーム

府省システム運用部
門

府省副CIO （注）
（注）CIOの呼称については検討要（CIO, CDO, CTO等）

システム整備統括・監理 制度・業務＜凡例＞
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４．各論点に関する論議
（５）論点５．政府全体および府省における戦略の策定・監理

48

デジタル庁は各府省と連携して、デジタル戦略を策定し、その実行状況をモ
ニタリング（監理）し評価することにより、次なる戦略へとつなげていく必要が
あります。
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論点５．政府全体および府省における戦略の策定・監理

政府全体および府省における戦略の策定・監理プロセスについては、ルールを整備
するだけでなく、実効的なプロセスになっているかモニタリングすることが重要です

論点# 論点 案# 対応案 論議を進めるための仮置き

5-1 政府全体および府省
における戦略の策定・
監理プロセスの運用

A案
改革

戦略策定とそのモニタリングプ
ロセス（ルール）の整備とプロ
セス運用の徹底

A案 スライド50に記載のような戦略（デジタル・ガバメント実行計画、府
省中長期計画）策定およびそのモニタリングプロセスが現行標準
ガイドラインに記載されていますが、そのモニタリング運用の実施
が徹底されていない現状です。ルールの継続的改善を含めた戦
略策定とそのモニタリングプロセスの運用が徹底された状況にし
ていく必要があります。B案

現行
戦略策定とそのモニタリングプ
ロセス（ルール）の整備

（注）「案#」欄の現行/改革表示について ＜凡例＞ 現行 ：現行通りあるいは現行に近い案、 改革 ：現行からある程度改革する案
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論点5-1政府全体および府省における戦略の策定・監理プロセスの運用

デジタル庁は各府省と連携して政府全体戦略を策定し、その実行状況をモニタリング
し評価することにより、次なる戦略へとつなげていくような運用の徹底が重要です

標準ガイドライン（方針）

標準ガイドライン（方針）

ステークホルダー （国民、地方自治体、政府職員、社会・環境 等）

府省CIO（府省PMO）府省CIO（府省PMO）
府省全体

のモニタリング結果
（府省PMO）

政府全体
のモニタリング結果
（内閣官房/総務省）

各プロジェクト
のモニタリング結果
（府省各PJMO）

報告

報告

デジタル・ガバメント
実行計画

（政府全体戦略）

デジタル・ガバメント
中長期計画
（府省戦略）

各プロジェクト
のプロジェクト計画

目
標 資源

適正化

ガバナンス目標：価値創出

政
府
全
体

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

Ｉ
Ｔ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

評価

戦略
方針

状況
把握

計画 整備 運営
状況
把握

各
府
省

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

評価

戦略
方針

状況
把握

フィード
バック

支援

リスク
適正化

便益の
実現

業務遂行

方向付け

方向付け

説明責任
（透明性確保）

ステークホルダーニーズ
価値創出ニーズ

政府全体戦略の
策定・監理プロセス

府省戦略の
策定・監理プロセス

府省各プロジェクトの
計画・監理プロセス
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４．各論点に関する論議
（６）論点６．整備方針・標準化指針の策定、監理

51

政府情報システム整備に関するガバナンス態勢の基本となるガバナ
ンスルールとして、方針、標準・指針、マニュアル（ガイダンス）の3層
構造のルール体系を整備する必要があります
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論点６．整備方針・標準化指針の策定、監理

整備方針については、現行の「標準ガイドライン」をベースに、目指す姿とのギャップ
を埋める対応策を取り込み、その通り運用されているかをモニタリングすべきです

論点# 論点 案# 対応案 論議を進めるための仮置き

6-1 デジタル庁設置に伴う
整備方針（標準ガイド
ライン）の策定手順

A案
改革

現行の「標準ガイドライン」を
ベースにして、目指す姿との
ギャップを埋める対応策を取り
込む

A案 デジタル庁設置に向け、整備方針や指針をタイムリーに効果的な
ものとするためには、ゼロベースで作成するよりは、現行の標準
ガイドラインをベースにTo Be像とのギャップを埋める対応策を考
える方法（A案）がベストであると考えます。

B案
現行

論点整理結果に基づきゼロ
ベースから作成する

6-2 モニタリングプロセス
運用の徹底（現行課
題への対応）

A案
改革

戦略策定とそのモニタリングプ
ロセス（ルール）の整備とプロ
セス運用の徹底を図る

A案 政府全体の業務運営をしっかりモニタリング（監理）して、その評
価結果を国民等ステークホルダーへ説明責任を果たすとともに、
次なる戦略・方針へと繋げるような、PDCA評価改善サイクルに基
づく業務運営（A案）が求められています。

B案
現行

戦略策定とそのモニタリングプ
ロセス（ルール）の整備

（注）「案#」欄の現行/改革表示について ＜凡例＞ 現行 ：現行通りあるいは現行に近い案、 改革 ：現行からある程度改革する案
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政府情報システムの情報セキュ
リティ対策のための統一基準群

（現行）

「整備」部分

53

政府情報システム整備等に関するガバナンスルール体系の整備

政府情報システム整備に関するガバナンスルールとして、方針、標準・指針、マニュア
ルの3層構造のルール体系をしっかり整備する必要があります

• 整備方針には、政府情報システムの「整備」における原則と「管理」に関する方針について示すと共に、
下位規定として「情報システムの及び管理に関する標準ガイドライン」を定義し、さらに「政府情報システ
ムの情報セキュリティ対策のための統一基準」を参照させます

情報システムの整備及び管理に関する基本方針

情報システムの整備における原則と管理に関する方針
について示すもの

情報システムの整備及び管理に関する標準ガイドライン

情報システムの整備や管理に関する標準化指針に
ついて示すもの

情報システムの整備及び管理に関するガイダンス

情報システムの整備及び管理に関する手続きや事例
等を含む実務ガイダンス

（現行のデジタル・ガバメント推進標準ガイドラインをベースに作成）

（現行のデジタル・ガバメント推進標準ガイドライン実践ガイドブック群をベースに作成）

整備方針

整備基準・指針

整備マニュアル

整備基準・指針

R3年度概算要求における新たなシス
テム開発等に関する要求についての

確認依頼

（９つの原則）

「管理」部分
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論点6-1 標準ガイドラインの策定手順

標準化指針については現行の「標準ガイドライン」をベースに作成し、目指す姿への
ギャップを埋めるガバナンス対応策を取り込むことが効果的、効率的と考えます

情報システムの整備及び管理に関する基本方針

情報システムの整備における原則と管理に関する方針
について示すもの

整備方針

◆政府情報システム・自治体システム等の整備方針の
配下の指針（ルール）として、デジタル・ガバメント推進
標準ガイドラインを位置付ける。
◆現行の標準ガイドラインをベースにデジタル庁設置に伴
う課題への解決策を取り込む
①現状と目指す姿とのギャップを埋める対応策
・ルール面での対応策
・組織体制、プロセス面での対応策
・人材・文化面での対応策
・システム・データ面での対応策

整備基準・指針

政府情報システムの整備及び管
理のためのデジタル・ガバメント

推進標準ガイドライン群

整備基準・指針
＜現在＞

取り
込み

取り
込み

ベース

ギャップを埋める対応策 ギャップを埋める対応策
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論点6-1 現行ガバナンス態勢の課題対応の改善策の取り込み

さらに、これまでの業務運営経験により認識している課題について、対応のためのガバ
ナンス改善策を検討し、指針としての「標準ガイドライン」を継続的に改善していきます

◆さらに、これまでの業務運営経験により認識してい
る課題について、ガバナンス改善策を検討し、「標準
ガイドライン」の継続的改善を行う

②課題を解決する改善策
・現行の課題を解決する11の改善策（左記）

標準ガイドライン

情報システムの整備及び管理に関する基本方針

情報システムの整備における原則と管理に関する方針
について示すもの

整備方針

ITガバナンスの課題

1 府省ITガバナンスの縦割りの弊
害（重複開発、共通化/共有化に

よる効率化機会の逸失、等）

2 総務省とIT室の役割分担が不
明確、Corporate IT組織の集中
化、明確化の必要性

3 IT関連職員の改革マインド、能

動的行動意欲の不足

4 IT関連職員のスキル、経験、コ
ンピテンシー不足

5 プロジェクト計画の随時見直し
の推奨（標準化）

6 IT戦略の実現が不十分（戦略実
行の振り返りが不足）

7 プロジェクトがQCD（品質、費用、
期間）の観点から、よく失敗する

8 プロジェクト効果（成果）の実現
が不十分

9 出来上がったシステムが実際の
業務の役に立たないことが多々
ある

10 ベンダーロックインによる非効
率な整備・運用

11 システム運用がプロジェクトごと
縦割りになって、非効率

1) モニタリング態勢
の確立と実践

2) 政府全体と府省内
の全体最適化

（縦割りの弊害打破）

3) 失敗しない品質管
理態勢の確立

4) デジタル人材の確
保・育成

5) プロジェクト計画と
変更管理プロセスの

確立

ガバナンス改善策

取り
込み
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論点6-2モニタリングプロセス運用の徹底

政府全体の業務運営をしっかりモニタリングし、その評価結果を国民等へ説明責任を
果たすとともに、PDCA評価改善サイクルに基づく業務運営が求められます

標準ガイドライン（方針）

標準ガイドライン（方針）

ステークホルダー （国民、地方自治体、政府職員、社会・環境 等）

府省CIO（府省PMO）府省CIO（府省PMO）
府省全体

のモニタリング結果
（府省PMO）

政府全体
のモニタリング結果
（内閣官房/総務省）

各プロジェクト
のモニタリング結果
（府省各PJMO）

報告

報告

デジタル・ガバメント
実行計画

（政府全体戦略）

デジタル・ガバメント
中長期計画
（府省戦略）

各プロジェクト
のプロジェクト計画

目
標 資源

適正化

ガバナンス目標：価値創出

政
府
全
体

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

Ｉ
Ｔ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

評価

戦略
方針

状況
把握

計画 整備 運営
状況
把握

各
府
省

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

評価

戦略
方針

状況
把握

フィード
バック

支援

リスク
適正化

便益の
実現

業務遂行

方向付け

方向付け

説明責任
（透明性確保）

ステークホルダーニーズ
価値創出ニーズ

現行のガバナンス（現行のデジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに記載されている内容）

政府全体
モニタリング
態勢の確立

（体制・プロセスの
整備、政府内コ
ミュニケーション推

進等）

評価改善サイクル
（ＰＤＣＡ）
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４．各論点に関する論議
（７）論点７．デジタル人材の確保、育成

57

デジタル庁や各府省のデジタル改革に携わる方々が、その役割と責任を
確実に遂行できるように、デジタル庁および各府省の役割を果たすため必
要な人材像（スキル）を明確にし、人材確保・育成を推進する必要がありま
す
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論点７．デジタル人材の確保、育成

SFIAやITSSを参考に、デジタル庁や府省のIT人材像を明確化し、持続的にデジタル
価値を創出するためジョブローテーション等によるキャリアパスを確立します

論点# 論点 案# 対応案 論議を進めるための仮置き

7-1 デジタル改革を支える
デジタル庁や府省の
人材像の定義の情報
ソース

A案
改革

ITスキル定義の国際標準であ
り、米国等のビジネス環境に
おけるジョブディスクリプション
作成実務に広く活用されてい
ているSFIAを参照

A案/

B案
ITスキルの国内標準であるITSS V3をベースにすることが適切と
考えられます。一方、デジタル庁の人材活用の考え方としてジョブ
ディスクリプションを定義し役割を明確にする方針と考えられます
ので、ITスキル定義の国際標準であり、米国等のビジネス環境に
おけるジョブディスクリプション作成実務に広く活用されていている
SFIA V7を参考にすることも推奨されます。
なお、日本版O-NETについては、一般的な分野・業界への広範な
スコープを対象としIT分野に特化したものではありません。IT分野
の個別スキルの詳細にまで定義されていない状況です。

B案
現行

IPAのITスキル標準ITSSを参
照

C案
改革

職業情報提供サイト（日本版
O-NET）を参照

7-2 持続的にデジタル価
値を創出するための
人材確保・育成

A案
改革

多様なITスキル発揮機会を巡
回するようなジョブローテー
ションによるキャリアパスを確
立する

A案 デジタル社会形成価値を創出するためには、業務分析・要件定義
等業務サイドスキルや設計・開発やプロジェクト管理等情報シス
テムサイドスキルなど多様なスキルが必要であり、スキル間で相
互に依存しています。従って、多様なスキル経験に基づく総合的
な能力人材（橋渡し人材等）を育成することが重要であると考えま
す。B案

現行
政府内外から必要に応じて人
材をオンデマンドで確保するこ
とを主体とする（現行どおり）

（注）「案#」欄の現行/改革表示について ＜凡例＞ 現行 ：現行通りあるいは現行に近い案、 改革 ：現行からある程度改革する案



Discussion purposes only

Copyright © 2021. Yuichi (Rich) Inaba, All Rights Reserved.59

論点7-1 デジタル改革を支えるデジタル庁や府省の人材像の定義

デジタル改革に携わる方々がその役割と責任を確実に遂行できるように、デジタル庁お
よび各府省の役割を果たすために必要な人材像（スキル）とのマッピングを定義します

ガバナンス態勢の設計

総合調整

①ガバナンス態勢設計

府省

システムの整備・運用・利用

ガバナンス態勢の運用

統括・監理

③府省・地方・独法等システム
の統括・監理

企画立案

②-1 政府全体戦略
の策定・監理

②-2 整備方針・指針
の策定・監理

監督（Oversight）

システムの整備・運用

自らシステム整備

④-2 デジタル庁
システムの
整備・運用

④-3 共同システ
ムの整備

共同システムの
整備・運用

政府共通システ
ムの利用

執行（Shared IT）

地方・独法等

システムの整備・運用

地方・独法等
システムの
整備・運用

府省システムの
整備・運用

デジタル庁

④-1デジタル庁
システムの

制度・業務企画

共同
開発

運用
移管

業務
委託

統括・
監理

統括・
監理

統括・
監理

協調

デジタル価値創出を支えるために
必要なスキルの定義
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デジタル庁を支える人材像の定義案（論議のためのたたき台）

デジタル庁に必要な人材像（スキル）の定義には、SFIA V7を参照した大手損害保険
会社の実務事例を参考のために提示いたします

デジタル庁経営者（デジタル監、等）

制度・業務
企画

（ビジネスプロセ
ス改革マネー
ジャー）

IT/ポートフォリオ/プログラム/プロジェクト管理（ITマネージャー、プロジェクトマネージャー）

基盤開発

（基盤アーキテク
ト）

アプリケーション
UI/UX開発

（システム開発マ
ネージャー）

業務分析
（ビジネスアナリ

スト）

ITサービス提供、
システム運用（IT
サービスマネー

ジャー）

ガバナンス、情報・技術戦略（ガバナンスプランナー、情報・技術戦略プランナー）

教育・研修・品質・セキュリティ（人材・スキルマネージャー、品質・リスクマネージャー、情報セキュリティマネー
ジャー）

ステークホルダー管理、マーケティング（ソーシングマネージャー、調達マネージャー、関係マネージャー）

（④-2, -3 自らシステム整備部門）（④-1 制度・業務企画部門）

（① ガバナンス態勢設計部門） （②-1 政府全体戦略策定部門）

（②-2 整備方針・指針策定部門）

（③ 府省・地方・独法等統括・監理部門）

府省 地方自治体 独立行政法人等

ユ
ー
ザ
ー
（国

民
/
政
府
関
係
職
員
、
等
）

外
部
委
託
先
（ベ
ン
ダ
ー

/
ク
ラ
ウ
ド
事
業
者
、
等
）

府省事務統括者（事務次官、等）

（出所）SFIA V7- Skills Framework for Information Ageを参照し、大手損害保険会社の実務事例を参考に作成
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ITスキルとコンピテンシーの国際標準フレームワークSFIA V7

米国等のビジネス環境におけるジョブディスクリプション作成実務に広く
活用されていているSFIA V7が大変参考になります

Category Subcategory Skill Levels

Strategy and architecture Information strategy Enterprise IT governance GOVN 5 6 7

Strategic planning ITSP 5 6 7

Information governance IRMG 4 5 6 7

Information systems coordination ISCO 6 7

Information security SCTY 3 4 5 6 7

Information assurance INAS 5 6 7

Analytics INAN 3 4 5 6 7

Data visualisation VISL 4 5

Information content publishing ICPM 1 2 3 4 5 6

Advice and guidance Consultancy CNSL 5 6 7

Specialist advice TECH 4 5 6

Business strategy and planning Demand management DEMM 5 6

IT management ITMG 5 6 7

Financial management FMIT 4 5 6

Innovation INOV 5 6 7

Research RSCH 2 3 4 5 6

Business process improvement BPRE 5 6 7

Knowledge management KNOW 2 3 4 5 6 7

Enterprise and business architecture STPL 5 6 7

Business risk management BURM 4 5 6 7

Sustainability SUST 4 5 6

Technical strategy and planning Emerging technology monitoring EMRG 4 5 6

Continuity management COPL 4 5

Network planning NTPL 5 6

Solution architecture ARCH 4 5 6

Data management DATM 2 3 4 5 6

Methods and tools METL 3 4 5 6

Change and transformation Business change implementation Portfolio management POMG 5 6 7

Programme management PGMG 6 7

Project management PRMG 4 5 6 7

Portfolio, programme and project support PROF 2 3 4 5 6

Business change management Business analysis BUAN 3 4 5 6

Business modelling BSMO 2 3 4 5 6

Requirements definition and management REQM 2 3 4 5 6

Organisational capability development OCDV 5 6 7

Organisation design and implementation ORDI 5 6 7

Change implementation planning and 

management CIPM
5 6

Business process testing BPTS 4 5 6

Benefits management BENM 5 6

Development and implementation Systems development Systems development management DLMG 5 6 7

Systems design DESN 4 5 6

Software design SWDN 2 3 4 5 6

Programming/software development PROG 2 3 4 5 6

Real-time/embedded systems development RESD 2 3 4 5 6

Animation development ADEV 3 4 5 6

Data modelling and design DTAN 2 3 4 5

Database design DBDS 3 4 5

Network design NTDS 5 6

Testing TEST 1 2 3 4 5 6

Safety engineering SFEN 3 4 5 6

Information content authoring INCA 1 2 3 4 5 6

Category Subcategory Skill Levels

Development and 

implementation User experience User research URCH 3 4 5 6

User experience analysis UNAN 3 4 5

User experience design HCEV 3 4 5 6

User experience evaluation USEV 2 3 4 5 6

Installation and integration Systems integration and build SINT 2 3 4 5 6

Porting/software configuration PORT 3 4 5 6

Hardware design HWDE 4 5 6

Systems installation/decommissioning HSIN 1 2 3 4 5

Delivery and operation Service design Availability management AVMT 4 5 6

Service level management SLMO 2 3 4 5 6 7

Service transition Service acceptance SEAC 4 5 6

Configuration management CFMG 2 3 4 5 6

Asset management ASMG 2 3 4 5 6

Change management CHMG 2 3 4 5 6

Release and deployment RELM 3 4 5 6

Service operation System software SYSP 3 4 5

Capacity management CPMG 4 5 6

Security administration SCAD 1 2 3 4 5 6

Penetration testing PENT 4 5 6

Radio frequency engineering RFEN 2 3 4 5 6

Application support ASUP 2 3 4 5

IT infrastructure ITOP 1 2 3 4

Database administration DBAD 2 3 4 5

Storage management STMG 3 4 5 6

Network support NTAS 2 3 4 5

Problem management PBMG 3 4 5

Incident management USUP 2 3 4 5

Facilities management DCMA 3 4 5 6

Skills and quality Skill management Learning and development management ETMG 3 4 5 6 7

Competency assessment LEDA 3 4 5 6

Learning design and development TMCR 3 4 5

Learning delivery ETDL 3 4 5

Teaching and subject formation TEAC 5 6

People management Performance management PEMT 4 5 6

Resourcing RESC 4 5 6

Professional development PDSV 4 5 6

Quality and conformance Quality management QUMG 3 4 5 6 7

Quality assurance QUAS 3 4 5 6

Measurement MEAS 3 4 5 6

Conformance review CORE 3 4 5 6

Safety assessment SFAS 5 6

Digital forensics DGFS 4 5 6

Relationships and engagement Stakeholder management Sourcing SORC 2 3 4 5 6 7

Supplier management SUPP 2 3 4 5 6 7

Contract management ITCM 4 5 6

Relationship management RLMT 4 5 6 7

Customer service support CSMG 1 2 3 4 5 6

Sales and marketing Marketing MKTG 2 3 4 5 6

Selling SALE 4 5 6

Sales support SSUP 1 2 3 4 5 6

Product management PROD 3 4 5 6

（出所）SFIA V7 -The Skills Framework for the Information Age － https://www.sfia-online.org/en/sfia-7

https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/strategy-and-architecture
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/strategy-and-architecture/information-strategy
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/enterprise-it-governance
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/strategic-planning
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/information-governance
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/information-systems-coordination
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/information-security
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/information-assurance
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/analytics
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/data-visualisation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/information-content-publishing
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/strategy-and-architecture/advice-and-guidance
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/consultancy
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/specialist-advice
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/strategy-and-architecture/business-strategy-and-planning
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/demand-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/it-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/financial-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/innovation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/research
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/business-process-improvement
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/knowledge-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/enterprise-and-business-architecture
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/business-risk-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/sustainability
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/strategy-and-architecture/technical-strategy-and-planning
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/emerging-technology-monitoring
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/continuity-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/network-planning
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/solution-architecture
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/data-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/methods-and-tools
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/change-and-transformation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/change-and-transformation/business-change-implementation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/portfolio-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/programme-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/project-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/portfolio-programme-and-project-support
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/change-and-transformation/business-change-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/business-analysis
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/business-modelling
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/requirements-definition-and-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/organisational-capability-development
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/organisation-design-and-implementation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/change-implementation-planning-and-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/business-process-testing
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/benefits-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/development-and-implementation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/development-and-implementation/systems-development
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/systems-development-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/systems-design
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/software-design
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/programming-software-development
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/real-time-embedded-systems-development
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/animation-development
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/data-modelling-and-design
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/database-design
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/network-design
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/testing
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/safety-engineering
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/information-content-authoring
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/development-and-implementation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/development-and-implementation/user-experience
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/user-research
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/user-experience-analysis
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/user-experience-design
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/user-experience-evaluation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/development-and-implementation/installation-and-integration
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/systems-integration-and-build
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/porting-software-configuration
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/hardware-design
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/systems-installation-decommissioning
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/delivery-and-operation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/delivery-and-operation/service-design
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/availability-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/service-level-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/delivery-and-operation/service-transition
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/service-acceptance
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/configuration-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/asset-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/change-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/release-and-deployment
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/delivery-and-operation/service-operation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/system-software
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/capacity-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/security-administration
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/penetration-testing
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/radio-frequency-engineering
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/application-support
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/it-infrastructure
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/database-administration
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/storage-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/network-support
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/problem-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/incident-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/facilities-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/skills-and-quality
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/skills-and-quality/skill-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/learning-and-development-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/competency-assessment
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/learning-design-and-development
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/learning-delivery
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/teaching-and-subject-formation
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/skills-and-quality/people-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/performance-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/resourcing
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/professional-development
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/skills-and-quality/quality-and-conformance
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/quality-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/quality-assurance
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/measurement
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/conformance-review
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/safety-assessment
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/digital-forensics
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/relationships-and-engagement
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/relationships-and-engagement/stakeholder-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/sourcing
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/supplier-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/contract-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/relationship-management
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/customer-service-support
https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-views/full-framework-view/relationships-and-engagement/sales-and-marketing
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/marketing
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/selling
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/sales-support
https://sfia-online.org/en/sfia-7/skills/product-management
https://www.sfia-online.org/en/sfia-7
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論点7-2 持続的にデジタル価値を創出するための人材確保・育成

長期的スパンでの府省業務部門とデジタル庁間あるいはデジタル庁内の人材交流や
ローテーションに基づくデジタル人材キャリアパスを明確にしていく必要があります

制度・業務
企画

（ビジネスプロセ
ス改革マネー
ジャー）

IT/ポートフォリオ/プログラム/プロジェクト管理（ITマネージャー、プロジェクトマネージャー）

基盤開発

（基盤アーキテク
ト）

アプリケーション
UI/UX開発

（システム開発マ
ネージャー）

業務分析
（ビジネスアナリ

スト）

ITサービス提供、
システム運用（IT
サービスマネー

ジャー）

ガバナンス、情報・技術戦略（ガバナンスプランナー、情報・技術戦略プランナー）

教育・研修・品質・セキュリティ（人材・スキルマネージャー、品質マネージャー、情報セキュリティマネー
ジャー）

ステークホルダー管理、マーケティング（ソーシングマネージャー、調達マネージャー、関係マネージャー）

（情報システム部門）（制度・業務企画部門）

システム管理全般
ローテーション

システム開発/運用機能内
ローテーション

業務・IT間
ローテーション

府省 地方自治体 独立行政法人等

ユ
ー
ザ
ー
（国

民
/
政
府
関
係
職
員
、
等
）

外
部
委
託
先
（ベ
ン
ダ
ー

/
ク
ラ
ウ
ド
事
業
者
、
等
）

デジタル庁経営者（デジタル監）府省事務経営者（事務次官、等）
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４．各論点に関する論議
（８）論点８．府省・地方・独法等の統括・監理プロセス

63

国（各府省）のシステム、補助金等を交付している地方自治体およ
び準公共機関（J-LIS等）のシステムについて、政府全体として価
値を創出するのに資するような統括・監理プロセスを設計する必
要があります
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論点８．府省・地方・独法等の統括・監理プロセス

地方自治体・独立行政法人等のシステムの統括・監理については、当該業務を監督
を所管する各府省がシステムが行うことが効果的と考えます

論点# 論点 案# 対応案 論議を進めるための仮置き

8-1 地方自治体・独立行
政法人等のシステム
の統括・監理プロセス

A案
現行

当該業務を監督を所管する各
府省がシステムの統括・監理
を行う

A案 国（各府省）のシステム、補助金等を交付している地方自治体お
よび準公共機関（J-LIS等）のシステムについて、国のどの組織が
統括・監理するか、すなわち、デジタル庁の直接統括・監理（B案）
か府省による統括・監理（A案）かを考える必要があります。
これらシステム整備は国の政策実現に寄与するものであり、業務
部門オーナーシップ態勢の考え方からも、政策や業務を遂行して
いる当該組織を監督する立場の府省が統括・監理すべきもの（A
案）と考えられます。

B案
改革

デジタル庁が直接統括・監理
する

（注）「案#」欄の現行/改革表示について ＜凡例＞ 現行 ：現行通りあるいは現行に近い案、 改革 ：現行からある程度改革する案
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IT戦略（デジタル・ガバメント実行計画）および整備方針（デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン）を提示

⇒これら戦略・方針について地方自治体、独法等を含めた内容にする

各システムの計画・整備・運用・モニタリングの状況を監理（モニタリング）

⇒地方自治体、独法等を含めたモニタリングの体制・プロセスを整備する

65

国（各府省）や地方自治体・独立行政法人等の統括・監理

国（各府省）のシステム、補助金等を交付している地方自治体および準公共機関（J-

LIS等）のシステムについて、統括・監理プロセスを設計する必要があります

ガバナンス

計画

評価

整備 運用
モニタ
リング

方向付け
（戦略・方針の

提示）

モニタリング
（監理）

マネジメント
フィードバック

ビジネスニーズ

マネジメント

資源
最適化

ガバナンス目標：価値創出

リスク
最適化

効果の実現

価値の創出

統括 監理

ガバナンス態勢の設計

総合調整

ガバナンス態勢設計

ガバナンス態勢の運用

統括・監理

地方・独法等
の統括・監理

企画立案

政府全体戦略
の策定

整備方針・指針
の策定

デジタル庁

地方自治体・独立行政法人等

統括

情報システムの
整備・運用・利用

監理
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これらシステム整備は国の政策実現に寄与するものであり、業務部門オーナーシップ態勢の考え方からも、

政策や業務を遂行している当該組織を監督する立場の府省が統括・監理すべきもの（A案）と考えられます。
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論点8-1 地方自治体・独立行政法人等のシステム統括・監理プロセス

地方自治体および独立行政法人等のシステムについて、国のどの組織が統括・監理
するか、すなわち、デジタル庁か府省かを考える必要があります

B案：府省による統括・監理

方向
付け

状況
報告

デジタル庁

府省 地方・独法等

方向
付け

状況
報告

説明
責任

ニーズ

ステークホルダー
（国民、職員、社会・環境等）

方向
付け

状況
報告

デジタル庁

府省

地方・独法等

方向
付け

状況
報告

説明
責任

ニーズ

ステークホルダー
（国民、職員、社会・環境等）

A案：デジタル庁による直接の統括・監理



Discussion purposes only

Copyright © 2021. Yuichi (Rich) Inaba, All Rights Reserved.67

論点8-1 地方自治体・独立行政法人等のシステム統括・監理プロセス

国の補助金や交付金の対象となる地方自治体や独法等のシステムについては、政
府全体や所管府省の戦略や整備方針に従っていることを監理します

標準ガイドライン（方針）

標準ガイドライン（方針）

ステークホルダー （国民、政府等職員、社会・環境等）

府省CIO（府省
PMO）

府省CIO（府省
PMO）

府省全体
のモニタリング結果
（府省PMO）

政府全体
のモニタリング結果
（内閣官房/総務省）

各プロジェクト
のモニタリング結果
（府省各PJMO）

報告

報告

デジタル・ガバメント
実行計画

（政府全体戦略）

デジタル・ガバメン
ト中長期計画
（府省戦略）

各プロジェクト
のプロジェクト計

画

目
標 資源

適正化

ガバナンス目標：価値創出

政
府
全
体

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

地
方
自
治
体
・
独
法
等

Ｉ
Ｔ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

評価

戦略
方針

状況
把握

計画 整備 運営
状況
把握

各
監
督
府
省

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

評価

戦略
方針

状況
把握

フィード
バック

支援

リスク
適正化

便益の
実現

業務遂行

方向付け

方向付け

説明責任
（透明性確保）

ステークホルダーニーズ
価値創出ニーズ

地方自治体・独法等のガバナンス案

デジタル庁

地方自治体の
情報システム

総務省等

ステークホルダー

独立行政法人、
準公共機関等の
情報システム

各独法等を監督する
府省

方向
付け 報告

方向
付け 報告

方向
付け 報告

方向
付け 報告

政府全体のガバナンス態勢モデル

全体戦略
標準ガイドライン

モニタリング
結果

全体戦略
標準ガイドライン

モニタリング
結果

府省戦略
標準ガイドライン

府省戦略
標準ガイドライン

モニタリング
結果

モニタリング
結果

モニタリング
結果

ニー
ズ 説明

責任

(3) 地方自治体、独法等に関する
政府全体のモニタリング
体制・プロセスを整備する

(2) 地方自治体・独法等に関する
府省の情報システム戦略を盛り込む

(1) 地方自治体・独法等に関する
政府全体の①情報システム戦略、
②整備方針（ルール）を盛り込む
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付録１．
デジタル庁設置に向けたガバナンスの課題と対応策案
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付録１．デジタル庁設置に向けたガバナンスの課題と対応策案（1/2）
項目 課題 対応方針 ガバナンス対応策案 構成要素

１．国の情報
システム

政府情報システムの統合・
一体化を促進（令和７年度
までに運用経費等を３割削
減）、民間システムとの連携
を容易にしつつ、ユーザー
視点での行政サービスの改
革と業務システムの改革を
一体的に進めることで、国
民・事業者の更なる利便性
向上を図る。

デジタル庁は国の情報システムの整備・管理の基本方針を
策定。

・国の情報システムの整備・管理の基本
方針を策定
・整備方針に沿って標準ガイドラインを戦
略的に追加・改訂を実施

ルール

政府情報システムを①デジタル庁システム、②デジタル庁・
各府省共同プロジェクト型システム、③各府省システムの区
分に分類し直し、これらのシステムに関する事業を統括・監
理。情報システムの標準化や統一化により相互の連携を確
保。

・政府情報システムの3区分①～③のそ
れぞれについて、デジタル庁、各府省
の最適な役割分担を明確化
・合わせて、情報システムの標準化や統
一化について定義

組織体制
プロセス

国の情報システムに関する予算は、デジタル庁に一括計上
し、各府省に配分して執行する仕組みを目指し、令和３年度
から①デジタル庁システム及び②デジタル庁・各府省共同プ
ロジェクト型システムの整備・運用等予算をデジタル庁に段
階的に一括計上（令和３年度は要求額で３千億円規模の見
込み）。①デジタル庁システムについては自ら整備・運用。

・情報システム予算をデジタル庁に一括
計上し、各府省に配分して執行する体
制を構築、プロセスを定義。

組織体制
プロセス

２．地方共通
のデジタル
基盤

地方公共団体の情報システ
ムのうち、住民に関する事
務に係る情報システムで、
相互に連携が行われている
システム（住民基本台帳、地
方税等）について、人的・財
政的負担の軽減と、サービ
スの利便性向上を図る。

全国規模のクラウド移行に向けて、デジタル庁が、総務省と
連携して標準化・共通化に関する企画と総合調整を行い、政
府全体の方針の策定と推進を担うほか、補助金の交付され
るシステムについて統括・監理を行う。

・全国規模のクラウド移行に関する政府
全体方針の策定。
・標準化・共通化に関する企画と総合調
整を行う体制を構築、プロセスを定義
・補助金の交付されるシステムについて
統括・管理を行う体制を構築、プロセス
を定義

システム

３．マイナン
バー

令和４年度末までにほとん
どの住民のマイナンバー
カード保有を目指す。国民
が行政手続をオンラインで
ワンストップに行うことがで
き、行政からプッシュ型で各
種サービスを受けられるな
ど、利便性と公平性を向上。

デジタル庁がマイナンバー、マイナンバーカード、公的個人
認証等のマイナンバー制度全般の企画立案を一元的に行う
体制を構築。

・マイナンバー制度全般の企画立案を一
元的に実施

システム
データ

•市区町村等との連絡調整等の実施事務を担う総務省と連携
し、マイナンバーカードの普及の加速化等を強力に推進。

・市区町村の連絡調整等を担う総務省と
連携し、マイナンバーカードの普及の加
速化を推進

システム
データ

•地方公共団体情報システム機構（J-LIS）を国と地方公共団
体が共同で管理する法人へ転換し、デジタル庁と総務省で
共管。

・法人化後のJ-LISを管理する体制を構
築、共管プロセスを定義。

組織体制
プロセス

出所：デジタル改革関連法案ワーキンググループ作業部会とりまとめ（案）、令和2年11月20日
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付録１．デジタル庁設置に向けたガバナンスの課題と対応策案（2/2）

項目 課題 対応方針 ガバナンス対応策案 構成要素

４．民間のデ
ジタル化支
援・準公共
部門のデジ
タル化支援

民間デジタル化を促進し､中
小企業を始め企業の生産性
の向上や､新たな産業分野
における重複投資の排除と
成長の加速化を図る。

•改正ＩＴ基本法において、国・地方・事業者のデジタル化に向
けた役割を規定し、デジタル社会の形成に関し国が定める
重点計画で具体的な施策と達成時期等を明記。情報システ
ムの相互連携のための標準の整備・普及等を行う。

・情報システムの相互連携のための標準
の整備

ルール

様々な民間サービスの開
発・提供が進められる上で
必要な環境整備を図ること
によりサービスの多様化及
び質の向上を図る。

医療、教育、防災など、生活に密接に関連していることから
国民からの期待が高い分野において、デジタル庁が、情報
システムに関する整備方針を関係府省と策定・推進し、当該
情報システムの整備を統括・監理。

・国民からの期待が高い分野において情
報システムの整備方針を策定
・上記情報システムの整備を統括・監理す
るプロセスを定義

ルール
プロセス
組織体制

•緊急的な整備が必要なシステム等については、デジタル庁
と各府省が共同で整備。

・デジタル庁と府省で共同で整備する態
勢・プロセスを整備（区分②共同システ
ム）

組織体制
プロセス

•デジタル化促進のために必要な規制・制度上の課題の洗い
出しとその見直しを関係府省と連携して推進。

・デジタル化促進のために必要な規制・制
度上の課題の洗い出しを行う体制・プロ
セスを整備

組織体制
プロセス

５．データ利
活用

手続を一度で完結できるよ
うになる（ワンスオンリーの
実現）。

デジタル庁は、法人番号など法人や個人を一意に特定し識
別するＩＤ制度や､電子署名、商業登記電子証明書などの、
情報とその発信者の真正性などを保証する制度の企画立
案を、関係法所管府省と共管し、ユーザー視点で改革・普及。
また制度所管府省、地方公共団体とともにベース・レジスト
リとして整備すべき情報の明確化とその整備を担う。

・当該制度の企画立案をする体制を整備
・関係組織と協働で、整備すべき情報の明
確化とその整備

組織体制
プロセス
システム
データ

６．サイバー
セキュリティ

国民の重要な情報資産を保
護。

デジタル庁に、セキュリティの専門チームを置き、デジタル庁
が整備・運用するシステムの検証・監査を実施するとともに、
NISCがその体制を強化しつつ、デジタル庁が整備・運用す
るシステムを含めて国の行政機関等のシステムに対するセ
キュリティ監査等を行う。

・整備・運用するシステムの検証・監査を
実施する体制を整備
・検証・監査プロセスの定義

プロセス
組織体制

７．デジタル
人材の確保

デジタル人材の確保 デジタル庁を含め他の政府部門においてもデジタル改革を
牽引していく人材を確保。民間、自治体、政府を行き来しな
がらキャリアを積める環境を整備。行政と民間のデジタル人
材の効果的な連携により業務を進める組織文化を醸成。

・デジタル改革牽引人材像の定義・明確化
・行政と民間の効果的な連携により業務を
進める組織文化を醸成するための行動
規範等を策定

人材
文化

出所：デジタル改革関連法案ワーキンググループ作業部会とりまとめ（案）、令和2年11月20日
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付録２.現行の政府情報システムガバナンスの課題対応改善策案
ITガバナンスの課題 原因 改善策案

1 府省ITガバナンスの縦割りの
弊害、重複開発、共通化/共
有化による効率化機会の逸失

PMOによる府省全体最適の視点のプロセス
の欠如（標準ガイドライン）

府省IT整備の全体最適化
PMOによる府省全体の優先順位付け（予算要求）、運
用の府省全体管理プロセスの確立

2 総務省とIT室の役割分担が不
明確、Corporate IT組織の集
中化、明確化の必要性

IT室と総務省の役割分担の整理不足 IT統括・監理機能の集約化
デジタル庁設立に伴い、デジタル庁へ政府全体のIT統
括・監理機能を集約

3 IT関連職員の改革マインド、
能動的行動意欲の不足

自ら判断し積極的行動する文化がない。言
われたことを行う受動的な態度が良しとされ
てきた？

IT価値創出文化の醸成
改革/価値創出マインド、能動的行動を促す、価値創
出行動規範の明確化と浸透化

4 IT関連職員のスキル、経験、
コンピテンシー不足

豊富なIT経験もつ職員が不足。職員は自ら
システム開発や運用を行う業務はしていない

IT人材像の明確化と確保、育成
IT人材のキャリアパスの明確化、業務部門、IT部門間
の人材ローテーション、外部人材の活用（9,10を含む）

5 プロジェクト計画の随時見直し
により、初期の目的・成果が予
定期日までに実現できない

プロジェクト計画（要件の見直しやスケジュー
ルの変更等）が幹部の関与なしに安易に行
われる。

変更管理プロセスの確立
幹部へのエスカレーションを含む、プロジェクト変更管
理プロセスを確立する。

6 IT戦略の実現が不十分 中長期計画における各種施策の目的、成果
が不明確、各プロジェクト実施後の振り返り
がなされない（PDCAが回らない）

政府全体モニタリング態勢の確立
IT室（デジタル庁）による、府省IT戦略の実施状況のモ
ニタリングを行う態勢を確立し、国民等への説明責任
を果たす態勢を整備する

7 プロジェクトがQCD（品質、費
用、期間）の観点から、よく失
敗する

プロジェクトの品質管理、リスク管理が不十
分である。

失敗から学ぶ品質管理プロセスの整備
プロジェクトにおける品質管理（リスク管理を含む）プロ
セスの標準化を行う

8 プロジェクト成果（効果）の実
現が不十分

プロジェクト計画や予算要求における目的、
効果の設定があいまい、具体的でない。プロ
ジェクト実施後の振り返りがなされないので、
各プロジェクトで切り返発生する。

府省モニタリング態勢の確立
府省PMOによる、各プロジェクトの実施状況のモニタリ
ングを行う態勢を確立する

9 出来上がったシステムが実際
の業務の役に立たないことが
多々ある

業務部門の関与不足、オーナーシップ不足 業務分析人材の確保、育成
業務分析等業務サイドスキル人材の育成、確保（外部
調達等）

10 ベンダーロックインによる非効
率な整備・運用

職員の業務分析スキルやIT管理スキル不足
により、ベンダー丸投げで、非効率な解決策
等の問題のあるベンダー提案を見抜けない

調達管理人材の確保、育成
外部委託管理等IT調達管理スキル人材の育成、確保

11 システム運用がプロジェクトご
と縦割りになって、非効率

システム運用の府省内全体最適化を考える
役割の定義がない

府省IT運用の全体最適化
PMOによる、府省内全体最適を目指した運用管理プロ
セスの標準化

1) モニタリング態
勢の確立と実践

2) 政府全体と各
府省内の全体最

適化

3) 失敗しない品
質管理態勢の確

立

4) デジタル人材
の確保・育成

5) プロジェクト計
画と変更管理プロ
セスの確立
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デジタルガバナンス組織構造の進化（ガバナンス成熟度モデル）

選択する集中型や全社埋込型には細分化された成熟度レベルがあり、経営者は目
指すべき到達レベルを定義して、組織構造を進化させていきます

BU BU

BU BU

IU

時間

組織構造
の成熟度

BU BU

BU BU

IU
CDO

統率

BU BU

BU BU

IU
コンサル
機能

BU BU

BU BU

IU
CoE

サポート
標準化
調整

レベル

組織

分散型 集中型 全社埋込型

ベンダー依存型 ビジネスオーナーシップ型 集中型 ハイブリッド型 CoE型 全社埋込型

デジタ
ル化推
進組織
(IU)

－ － •CDO/ステアリング
コミッティの設置

•デジタル化推進
•スケール拡大
•能力向上・人材育成

•ベストプラクティス
追求

•ビジネス部門への
コンサル

•スケール拡大
•個別ビジネス部門
向けCoEサポート

•標準化、調整機能
としてのCoE

ビジネ
ス推進
組織
(BU)

•ベンダー丸投げ
（過度依存）

•サイロ化したデジタ
ル化

•ビジネス部門の
オーナーシップ発揮

•サイロ化したデジタ
ル化

•デジタル化ビジネス
ニーズ提示

•デジタル化共同推
進

•デジタル化主導推
進

•クロスファンクション
能力・人材の増加

•デジタル化自律推
進

•十分なクロスファン
クション能力・人材

事例 － CS2①-2 CS2①-2 CS2①-3 CS2①-4 CS2①-5

BU BU

BU BU

デジタル能力分散
（ビジネス）

デジタル能力分散
（ベンダー）

ベンダー

ベンダー

ベンダー

ベンダー

BU BU

BU BU

（出所） 2018年BCG発行、”Most Innovative Companies 2018 - Chapter 4: Organizing for Digital Innovation (bcg.com)”を参考にして図表化

https://www.bcg.com/publications/2018/most-innovative-companies-2018-organizing-digital
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（事例）大手損害保険会社におけるイノベーションを担う組織の変遷

国内大手損害保険会社では、ビジネス部門が外部企業とイノベーションに取り組み
始めましたが、既存システムとの連携のためIT部門との協業体制に変革しました

クロスファンク
ション組織体制

• IT部門がイノ
ベーションを牽
引

• ITを武器にした
会社に

現行のシステム開発 デジタルイノベーション

ディスカッション

既存システム

イノベーション

IT部門
ビジネス
部門

ベンダー、
スタートアップ

企業

IT子会社

構築・改善

BA人材の送出

着目すべき技術の
アドバイス

システム間
連動支援

現行のシステム開発 デジタルイノベーション

既存システム

イノベーション

IT部門

ビジネス
部門

ベンダー、
スタートアップ

企業

IT子会社

不足しているスキル
の補強

イノベーション
開発部隊

システム間
連動支援

協業

構築・改善 トライ＆エラー

分散型組織体制

• IT部門としてデ
ジタルイノベー
ションに貢献度
が低い

• デジタルイノベーション
は重要

• 既存IT部門にはわかる
要員がいない、外部リ
ソースを有効活用した
方が良い

• スピードが命、IT部門に
話すと時間ばっかりか
かる

• 二重投資による無駄

• データ管理の分散によ
るセキュリティリスク

• システム継続性につい
てのベンダー自体のリ
スク

• 不十分な機能・非機能
要件による不安定稼働

• 基幹系システム（SoR）
との連携不備リスク

• システム全体のつぎは
ぎ化

CS 2①-2

トライ＆エラー

進化・成熟化

（出所） 2016 ITGI, Japanにおける東京海上日動稲葉茂氏講演資料「SOE・SORの両立とアプリケーションオーナー制度」BCG発行
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（事例）北米グローバル銀行によるクロスファンクションチームの導入

北米のグローバル銀行では、伝統的なサイロ構造からクロスファンクションの2人リー
ダー体制による協業・チームワーク体制へ変革を実現しています

商品
デザイン

デザイン

顧客経験

商品
顧客経験

アプリ開発

顧客経験

アナリティクス

クロスファンクション リーダーシップデュオ

アプリ開発

アナリティクス

アプリ開発

デザイン

アナリティクス

アナリティクス

アプリ開発

デザイン
アプリ開発

商品アプリ開発 デザイン

アナリティクス
顧客経験

デザイン

商品

アプリ開発

顧客経験

アナリティクス

アプリ開発

デジタル取組1

（例、新しい単目的アプリ、
推奨エンジン、

商品更新API、等）

デジタル取組2

デジタル取組3
デジタル取組4

デジタル取組5

デジタル取組6

デジタル取組7

アプリ開発

デザイン

アナリティクス

アプリ開発

顧客経験

アナリティクス

デザイン

e-ビジネス エンジニアリング

CS 2①-3

伝統的な機能別の
階層構造組織

クロスファンクション
プロジェクトチーム

導入
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（事例）欧州のグローバル銀行におけるデジタル化推進全社的組織構造

欧州のグローバル銀行では、デジタルバンキングに取り組むため経営トップが率いる
全社的組織体制を整備し、ビジネスの飛躍的な成長を実現しています

CS 2①-4

カスタマーソリューション全社組織
（経営トップによるリーダーシップ）

業務ユニット
（デジタル化推進）

ケイパビリティユニット
（CoEを指向）

グ
ロ
ー
バ
ル
資
産
・財
務
管

理

デ
ザ
イ
ン
＆

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

デ
ー
タ
＆
オ
ー
プ
ン

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

ビジネス開発

メ
キ
シ
コ

ト
ル
コ

カ
ス
タ
マ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

商品・経験（営業
推進）ユニット

グ
ロ
ー
バ
ル
商
品
＆

デ
ジ
タ
ル
販
売
企
画

商
品
展
開
、
顧
客
エ
ン
ゲ
ー

ジ
メ
ン
ト

戦略ユニット イネーブラー
ユニット

コ―

デ
ィ
ネ
ー
シ
ョ
ン
＆

コ
ン
ト
ロ
ー
ル

タ
レ
ン
ト
、
カ
ル
チ
ャ
ー
、

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

戦
略
＆
投
資
管
理

Other＃3

•ベンチャー・
スタートアッ
プとの連携

•エコシステ
ム化

Core#1

地域ごとの：
•ビジネス開拓
•マーケットトレンド分析
•新商品/顧客経験開発

新
デ
ジ
タ
ル
ビ
ジ
ネ
ス

Core#4

•データ
活用

• CRM

•品質

Core#2

•マーケティ
ング人材
によるデジ
タライゼー
ション設計

全社的な組織体制によりデジタルバンキングビジネスの飛躍的
な拡大を実現している
•デジタルバンキング顧客数が年率25%増加
•デジタルバンキング比率が2年前の10%（1/10）から33%（1/3）
に増加

ス
ペ
イ
ン

米
国

南
米

Core#3

•既存シ
ステム
との連
携等

Other＃4

•人事

Other#2

• PMO

Other＃4

•セキュリティ
•リスク
•コンプライア
ンス

Other＃4

•財務

（注）Core#n：コア機能の番号、Other#n：周辺機能の番号

Other＃1

•デジタル化リーダーシップ

サポート機能クロスファンクション
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（事例）欧州の金融グループにおける全社的なアジャイル組織構造への変革

欧州の金融グループでは、クロスファンクションのチームの集合によるアジャイル対応
のビジネス組織構造へと変革に成功しています

経営者による
全社的ビジネス変革

アジャイルな働き方

CS 2①-5

新しい
アジャイル組織構造

DevOpsのアプローチ

新しい
アジャイル人材像

人事 財務 リスク

サポート機能

クロスファンクション（チャプター）のアジャイルチーム（スクワッド）
の集合（トライブ）による全社的な組織構造

四半期ごとの
ビジネスレビュー
（QBR）

現四半期
・達成事項、得られた
教訓の共有
・成功や失敗の振返り

次四半期
・達成予定事項の
狙い・目的の共有

チャプター

チャプター

スクワッド トライブ
リーダー

アジャイル
コーチ

トライブ（150名程度）

プロダクト
オーナー

プロダクト
オーナー

プロダクト
オーナー

プロダクト
オーナー

チャプター
リーダー

チャプター
リーダー

スクワッド スクワッド スクワッド

共有

営業
コール
センター

システム
運用

ITインフ
ラ

客観的立場 チーム外からのサポート

スクワッド
プロダクト対応の9名以下のクロスファンクファンクションチーム

チーム構成例：7名
マーケティング：1名、プロダクトマネジメント：1名、数理：1名、
データアナリスト：1名、ユーザーエクスペリエンス：2名、IT：1名

出所： McKinsey Quarterly “ING’s agile transformation” January 10, 2017. 

https://www.mckinsey.com/industries/financial-services/our-insights/ings-agile-

transformation#

https://www.mckinsey.com/industries/financial-services/our-insights/ings-agile-transformation
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付録４．

大手損害保険グループにおけるITガバナンス実務事例

79

(1) 参考実務事例１：大手損害保険会社の業務部門オーナーシップ態勢
(2) 参考実務事例２：大手損害保険会社のシステム子会社のGRC態勢
(3) 参考実務事例３：大手損害保険グループのグループITガバナンス態勢
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参考実務事例１：大手損害保険会社の業務部門オーナーシップ態勢

デジタル庁が政府全体のITを担い、各府省との間で適度な緊張感の下、目標を共有
した協調関係の構築により、政府全体のデジタル価値創出に繋げるための参考です

（注１）参考とする投稿論文：
” Executive Management Must Establish IT Governance: Tokio Marine Group,” 2013年1月、ISACA国際本部オンライン論文誌COBIT Focus への投稿論文⇒
「Project Management, Best Practices, 3rd Edition」 2014年3月、Harold Kerzner, PhD著に収録（右イメージの書籍 p337-343）

東京海上のロゴ

https://books.google.co.jp/books?id=tppNDwAAQBAJ&pg=PA337&lpg=PA337&dq=Inaba+Shibuya+TokioMarine+IT+Governance&source=bl&ots=cK27lKUwHz&sig=ACfU3U382BkmyiUIVDVSfKcJgHsofWYhRA&hl=ja&sa=X&ved=2ahUKEwji7a6OooHuAhVX-WEKHXYQAQIQ6AEwDXoECAMQAg
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参考実務事例２：大手損害保険会社のシステム子会社のGRC態勢

デジタル庁が政府全体のITを担い、各府省と一体となってデジタル価値創出を実現
するように、ITガバナンス態勢の整備に繋げることができます

（注２） 参考とする資料：
「東京海上日動システムズにおけるCOBIT 5を活用した価値の創出」、2014年11月20日、ISACA投稿論文（英語投稿、日本語訳を同時リリース）
https://www.isaca.org/resources/news-and-trends/industry-news/2014/cobit-5

https://www.isaca.org/resources/news-and-trends/industry-news/2014/cobit-5
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参考実務事例３：大手損害保険グループのグループITガバナンス態勢

大手損害保険グループの事例に習い、デジタル庁による政府全体の総合調整、企画
立案、統括・監理、自ら整備の各役割を果たすようなガバナンス態勢を整備します

（注３）参考とする投稿論文：
「車の両輪―監督とシェアードＩＴ―による日本の金融グループのためのグループＩＴガバナンス態勢モデル」、2017年7月31日、ISACA投稿論文（英語投稿、日本語訳を同時リリース）
https://www.isaca.org/resources/news-and-trends/industry-news/2017/a-group-it-governance-system-model-with-a-pair-of-wheelsoversight-and-shared-itfor-a-financial-group

https://www.isaca.org/resources/news-and-trends/industry-news/2017/a-group-it-governance-system-model-with-a-pair-of-wheelsoversight-and-shared-itfor-a-financial-group
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End of Documentation
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